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部会設立趣旨  

国際的には統計の品質論の拡大や ICTの発展による国際機関や各国統計における統

計制度・統計活動の改革，そして日本では最近の政府統計改革に関する論議の高まり

に際して，これまでの経済統計学会での統計制度・政策・統計活動の研究の蓄積を継

承し，国際および国内統計制度・活動が国民本位に発展することに研究の側からを貢

献することをめざして，以下の活動を行うことを目的として「政府統計研究部会」を

設立する。  

活動  １．国際，特にアジア，日本の統計制度 (地方統計，民間統計をふくむ )・政策，

統計生産・保管・公表についての研究  

２．上記研究テーマに関する学会内，国内外の研究，情報と意見の交換  

３．上記研究テーマに関して，政府統計家や研究者との国際的・国内的人的交流の

推進  

４．全国研究総会での関係するセッションの設定  

組織  １．部会の活動を推進するために，部会長（ 1名），部会事務局（部会長＋若

干名），運営委員会（部会事務局＋若干名）を置く。  

 ２．部会事務局は，部会長との連携の下に，運営委員会での検討を経て，部会員に

対して活動計画を提出して承認をうるものとする。また，部会の活動目的に沿

った活動を率先して提起・展開する。   

                       2 0 0 5年 1 0月                                               

 

 目次  

１  学会チュートリアルセミナー  ４  

 

統計からみた我が国の高齢者（要約部分）

統計局  統計トピックス No.84 

1.1 統計チュートリアルセミナーを開催し

て            森  博美  

５  M D G sとポスト 2 0 1 5開発課題 (6 )  編集部                

1.2 2 0 1 4年度大会チュートリアルセミナー

の報告          菊 地  進  

5.1 国連総会（ 2 0 1 4年 9月～）が本格審議へ  

ニュースから   

２  インドの統計会各とその周辺について

( 1 )           岡 部純一  

5.2 ポ スト 2 0 1 5年 期 の統計機 関向 けのデ ータ

に おけ る統合 的統 計と協 力  

３  日本におけるオープンデータ政策の展

開            編 集部  

６  2014年 ヨーロッパ統計品質会議 (Q2014)か

ら (2)            編 集部  

3.1 オープンデータとは、と「政府全体の取

組」から「全体像」経過   

6.1 政府統計におけるビッグデータへの品質

アプローチ           事 務局  

3.2 統計におけるオーブンデータの高度化

（統計 T o d a y - N o . 6 9）    奥 田直彦  

6.2 政府統計の基本原則の 20周 年記念   

事 務局  

3.3 『オープンデータガイド第 1版（案）』

{2014年 9月 }目 次  

７  追悼  浜砂敬郎会員      伊 藤陽一  

 

3.4 英 国 で の 検 討 例 の 紹 介 － 議 会 選 抜 委 員

会の報告  s t a t i s t i c s a n d o p e n da t a 

８  政府統計 ･統計学会関係等動向・行事等日

程  

 

mailto:iyoichi2003@yahoo.co.jp


 

2 

 

1 2014年全国研究大会－統計チュートリアルセミナー                             

 編集部から  2 0 1 4年全国研究大会の一環として、研究大会（ 9月 1 1日～ 1 2日）の後の 1 3

日に会場を変えて大阪のクレオ大阪北で統計チュートリアルセミナーが開かれた。会場が

移動したこともあり、関心を持ちながら参加できない会員が多くいたと思う。コーディネ

ーターの森博美会員と座長を務められた菊地会員から、それぞれこのセミナーの意義等に

関して寄稿いただいた。  

 

1.1  統計チュートリアルセミナーを開催して  

 森博美（法政大学）                              

近年、学会にも様々な形で社会貢献が求

められ、多くの学会が市民向けの講演会や

チュートリアルなどを学会開催にあわせて

開いている。その大半は、学会員がその専

門性を生かして、専門知識を面白く素人に

もわかりやすく解説する啓蒙的なものであ

る。  

今回の統計チュートリアルセミナーは、

これらとは全く異なるコンセプトの会議と

して企画したものである。下記の＜セミナ

ー開催の趣旨＞にも記しているように、報

告者と会に参加いただいた自治体職員との

間の質疑や経験紹介を通じて業務の現状や

諸課題を率直に出し合っていただき、個々

の自治体がこれから情報政策の在り方など

を検討する際の参考にしてもらうことを最

大の目的にしている。主催者である学会側

は、そのための場を提供するだけの黒子に

徹したわけである。  

このような単なる場の提供だけの会合を

統計セミナーと称するのもいかがかとは思

われるが、幸い手狭な会場も手伝って、全

体として形式ばらない小劇場的な砕けた雰

囲気の会議とすることができた。5本の報告

後に予定していた討論は当初の計画時間を

3 0分以上も超過し、また閉会後にも報告者

と参加者との間で引き続き種々のやり取り

が行われた。  

当日の参加者（ 4 2人：学会員 2 1名、政府・

自治体職員 1 9名、企業・コンサル 2名）の約

半数を占めた自治体職員の方々にはこのよ

うな会議の持ち方は意外と好評であったよ

うで、参加者アンケートで、今後も引き続

きこの種の会合の企画を求める要望が多く

寄せられた。  

ところで、本会はかつて経統研時代には

自治体との連携を一つの活動の柱としてき

た。その後、木下滋会員などが一定期間個

人的に自治体職員の方々と勉強会などを開

かれたこともある。しかしその後は自治職

員の方々との連携関係は希薄化してきてい

るように思われる。このような中、本セミ

ナーは、本学会と自治体との新たな現代版

の連携を探る契機とすることを意図して企

画したものである。  

セミナーでは自治体職員の方から本学会

への要望や連携の意義についての発言もい

ただいた。他方、われわれ学会側としても、

これまで関知していなかった新たな統計ニ

ーズに対応していく中から現在本会が抱え

る一種の閉塞的状況を打開する一つのきっ

かけを見出せるものと密かに期待している。

学会員の方々のご理解がいただければ、本

学会の一つの活動分野として政府統計だけ

でなく地方レベルでの官学連携も位置づけ

たいものである。  

 以下の文書は、関西地区の自治体に呼び掛

けた本セミナーの開催案内に同封 （添付 ）したも

のである。 

＜本セミナー開催の趣旨＞ 

少子高齢化が急速に進展する中、わが国

では今後、かなりの長期にわたって人口の

減少局面を迎えることが確実視されていま

す。そのような中で自治体には、従来以上

に厳しい予算や人員の制約の下で、防災や

危機管理、既存施設の整理統合・再配置、
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増大する空家問題といった新たなタイプの

諸課題や多様な住民ニーズにまさにピンポ

イントに的確な行政サービスを提供すると

いった政策対応が求められるものと思われ

ます。  

こういった社会の構造変化を見据え、近

年いくつかの自治体では首長の強いリーダ

ーシップと職員の方々の先進的取り組みに

よって全住民位置情報等の基盤情報を整備

し、それらを共通のプラットフォームとし

て、それまで各部門が個々に維持・管理し

てきた行政情報をデータ統合し行政事務の

効率化をはかるとともに新たな住民サービ

スの拡充につなげる取り組みも出てきてい

ます。  

本セミナーでは、いくつかの自治体から

具体的な取り組み事例を紹介してもらうと

ともに、総務省統計局や大阪府統計課から

も GISに関係する基盤情報整備に向けての

取り組みや統計を用いた適用事例等のご報

告をいただきます。また、限られた時間で

はありますが、これらの報告に引き続き、

質疑応答の形で報告者と参加者の間での経

験交流あるいは懸案課題等について自由に

意見交換をいただくための時間も設けてお

ります。  

今回のセミナーが新たな政策展開に資す

る自治体内部における情報基盤の整備に向

けての一助となれれば幸いです。  

 

1.2 2014年度大会チュートリアルセミナーの報告                          

菊地 進                               

 経済統計学会 2 0 1 4年度大会においてチュートリアルセミナーが開催され、国と地方の行

政関係の方を中心とする報告・シンポジウムが開催されました。本学会としてこうした場

を提供したのは初めてであり、その意義、今後のあり方を考えるために、実施の概要を報

告しておきたいと思います。  

 

実施概要  

名称  統計チュートリアルセミナー  

自治体における行政情報の統合利用と統計  

－人口減少社会における政策と行政・統計情報の新たな関係－  

日時  2 0 1 4年 9月 1 3日（土曜日） 1 3 :0 0～ 1 6 :5 0  

場所  クレオ大阪北（大阪市立男女共同参画センター北部館）  

プログラム  

コーデネーター  森  博美（法政大学）  座長  菊地  進（立教大学）  

1 3 :0 0 コーデネーターあいさつ  

1 3 :1 0「統計におけるオープンデータの高度化について -統計 GISを中心に -」  

     奥田直彦氏（総務省統計局統計情報システム課）  

1 3 :3 0「経済センサスメッシュデータを基盤としたデータ統合による分析の試み」  

    裏山隆一氏（大阪府庁総務部統計課）  

1 4 :0 0「大阪府内市町村の人口情報提供の現状から」  

     浅野和仁氏（富田林市上下水道部）  

1 4 :3 0「地方自治体版 G-Ce n s usの行政計画への活用について」  

     青木和人氏（あおき地理情報システム研究所代表、元宇治市職員）  

1 5 :0 0「住民基本台帳の地理空間情報としての活用可能性」  

長谷川普一氏（新潟市都市政策部）  
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1 5 :3 0 討論   1 7 :0 0 閉会  （ 1 6 :0 0終了予定を 1時間以上上回る質疑が行われる）  

 

セミナーの意義  

 今回の企画の構想をお聞きした時、何が

よいと思ったかというと、基礎自治体の事

業主管部門の方々と、大阪府の統計課の課

長補佐、そして総務省統計局の情報システ

ム課の課長によるセッションが構想されて

いるということでした。ご承知のように、

分散型統計機構の下、国の機構には地方自

治体との関係で踏み込めないラインがあり

ます。これはなお厳然と残っています。  

これを乗り越えるような企画が構想され、

そうした場を経済統計学会が提供しようと

していることに、私個人としては大変感激

しました。それは、統計の利活用をめぐっ

て全国各地の自治体を訪ね、統計主管課だ

けでなく企画部門や商工労働部などの事業

主管課へのヒアリング調査をした経験があ

ったからかもしれません。その時一緒に回

ったメンバーの多くがセミナーに参加され、

色々な思いを持たれたようです。  

 

セミナーの準備  

 多くの会員は、このセミナーは行政の方

のための企画で我々の研究とはあまり関係

ないと思われたかもしれません。行政の方

に向けた場の提供という面はもちろんあり

ましたが、それだけではなかったように思

います。統計研究者であると同時に地域に

住む一個人として、社会にどのように関わ

るかが問われたものでした。我々会員は、

研究者であると同時に地域での生活があり

ます。そこでの行政サービスを受けていま

す。そこには全国一律の画一的部分がない

わけではありませんが、よくよく見ると相

当に濃淡の差があります。  

 与えられた業務をこなせばよいという姿

勢の人もいるでしょうが、人口減少社会を

迎え、地域の今後を考え、行政として何を

すべきかを真剣に考え、模索しようとして

いる人も少なくありません。こうした状況

に、統計研究者として、一市民としていか

に関わるかが問われたものでした。  

コーデネーターの森博美会員は、地方自

治体でのＧＩＧ利用の取組みを調べ、各地

を歩く中で、今回の報告者の存在を知り、

すぐに依頼をして快諾をえたようです。そ

うした過程で、大阪府統計課の裏山氏や統

計局の奥田氏にも加わっていただき、統計

局 ―統計主管課 ―基礎自治体という各機関

からの報告が行われるという理想的な形が

実現できることになったわけであります。  

 それと会場ですが、京都大学での開催が

難しくなったため、どこに確保するか、探

すのが大変だったようです。費用と交通の

両面を考えながら大阪市内を探し、クレオ

大阪北（大阪市立男女共同参画センター北

部館）という公共施設を見つけ予約された

とのことです。これも足で見つけた会場と

言ってよいと思います。席数が限られてい

る部屋でしたが、結果的に非常に未着感の

あるセッションとなり、そのゆえに質疑が

活発に行われた印象があります。もっぱら

森会員に動いていただいて実現されたこと

に感謝したいと思います。  

 

報告の概要  

 報告内容はいずれもボリュームが多く、

ここでは私の目線からの概要紹介にとどめ

ざるを得ません。  

奥田直彦  氏（総務省統計局情報システム

課）  

「統計におけるオープンデータの高度化に

ついて－統計 GISを中心に－」  

  「社会の情報基盤としての統計」を実現

すべく、統計局並びに統計センターでは、

学術利用としての二次的利用の促進のみで

なく、市民やビジネスでの利活用を進める

ためのさまざまなシステム開発が進められ

ています。「データサイエンス人財育成」

の方針のもとに、統計力向上サイト「デー

タサイエンス・スクール」が開かれている

ことはよく知られていますが、今回は「統
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計におけるオープンデータの高度化」の試

みについて主に報告されました。  

一つは、統計 AP I機能で、利用者の構築

した統計分析システムに E-S ta tデータを取

り込み、 E-Sta tデータの更新があれば手元

システムのデータも自動更新されるような

仕組みを構築するということです。もう一

つは統計 GIS機能で、自ら取り込んだデー

タを GIS上に乗せ、センサスデータとの照

合をしながら活用していくというシステム

です。次世代統計利用システム

ht tp : / / s t a td b . n s t ac . go . j p /として、現在試行運

用中で、今後に注目いただくとともに、意

見をいただきたいという要請がありました。 

 

裏山隆一  氏の報告（大阪府庁総務部統計

課）  

「経済センサスメッシュデータを基盤とし

たデータ統合による分析の試み」   

 大阪府統計課の情報・分析グループの作

成した報告レジュメをもとに、 2 0 09年経済

センサスと GISを用いて大阪府の現状につ

いて報告をされました。使用したのはフリ

ーソフトである Q‐ GISで、 GISを用いた理

由は、① EXCE Lマクロと違い、他の統計デ

ータや地理情報と重ね合わせができる、②

表示するための条件式の設定が容易、③地

図を拡大すると、詳細な小地域の表示・分

析ができる、④将来的には、他部局等との

データ連携ができるようになるからとのこ

とでした。  

 その上で、大阪府における事業所の分布

状況、介護従業者と 65歳以上人口、幼稚園

及び保育所従業者数と未就学人口などを

GIS上に現し、地域メッシュ統計からみた

大阪府における少子高齢化の現状を明らか

にしました。また、大阪府統計課として、

GISを用いた地域メッシュ統計報告書を作

り、市町村での利用の便宜を図る取組みを

開始しているとの報告がありました。  

 

浅野和仁氏の報告（富田林市上下水道部）  

「大阪府内市町村の人口情報提供の現状か

ら」  

 表題の通り大阪府内の基礎自治体が公表

している人口情報 (公開データ )をすべて収

集し、その公開状況の違いを明らかにする

とともに、各地域の人口推移、高齢化状況、

人口移動状況を年齢別に明らかにし、地域

ごとの違いが浮き彫りにされました。自治

体により提供状況が違うため、比較可能に

するには大変な労力が要りますが、高齢化

率、年齢別コーホート増減率などを算出し、

それを GIGに落とし込み、一目で見えるよ

うにしていました。  

 特に、年齢別コーホートとして追ってい

るため、人口移動が地域によって異なり、

それがどの年齢で生じているかもはっきり

わかり大変興味深い結果を示されていまし

た。問題は、当該基礎自治体がこれをどこ

まで把握しているかです。大阪府の統計課

が参加されていましたのできっと情報共有

に向かって進んでいくことと思われます。  

 

青木和人氏の報告（あおき地理情報システ

ム研究所代表、元宇治市職員）  

「地方自治体版 G-Ce n s usの行政計画への活

用について」  

 青木氏は、宇治市の職員を経て、その後、

GISの普及のために独立されたとのことで

す。統計情報研究開発センターの

『 EST RE LA』で「 G-C en s us」を行政の場で

使えるようにするための記事を連載されて

きましたので、ご存知の方も少なくないと

思います。 G-Ce n s usは、国勢調査の理解促

進、利用促進のために統計情報研究開発セ

ンターにおいて開発された GISソフトで、

当初は中高生向けのソフトとして開発され

ていました。センサス情報があらかじめ搭

載されており、独自データを取り込むこと

もでき、平易に使えるところに特徴があり

ます。  

 しかし、これは中高生向けに限定するの

でなく、大学での学習、行政での利用にも

使えるとして改良が加えられ、立教大学の

経済学部でも使っているところであります。
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これを行政の場で使ってはどうかというこ

とで長いこと使い方、利用例について連載

をされてきました。これらをまとめて、い

かに使いやすいかをわかりやすく説明して

いただいたのが今回の報告でした。  

 

長谷川普一氏の報告（新潟市都市政策部、

本学会会員）  

「住民基本台帳の地理空間情報としての活

用可能性」  

長谷川氏は、昨年より会員になっていた

だいていますが、新潟市都市政策部の GIS

センターで仕事をされています。同氏は、

人口減が進行したとき、地方の政策課題は

より深刻化する、それに備えた政策研究が

必要であるとして GISを用いた調査研究を

行ってきました。主な成果に、土地・財産

活用担当時代の『人口減少社会が新潟市に

与える影響とアセットマネジメント～コミ

ュニティ系施設の現状分析とあり方の検

討』があります。また、東日本大震災の後

に相馬市での罹災証明発行のために協力し

た、『 GISを用いて全住民位置情報を作成

し災害対応へ活用した相馬市の事例』があ

ります。  

 今回の報告では、住民基本台帳法に謳わ

れている「国及び地方自治体の行政の合理

化に資することを目的とする」に沿って、

行政における GIS活用に必要性を報告され

ました。信濃川氾濫時の浸水想定区域と避

難場所、消防力の適正配置などで GISが大

きな力を発揮しうることを明らかにすると

ともに、国勢調査の小地域統計、メッシュ

統計と実際との食い違いの可能性、行政利

用における注意点など経験に基づく報告を

していただきました。  

 

質疑の概要  

 5氏からの報告の後、全員が前に出て、シ

ンポジウム形式で熱心に質疑が進められま

した。  

統計局の奥田氏への質問は、いまの取組

みの今後の展望でした。奥田氏からは、次

世代統計利用システムについてはいくつか

の自治体と共同研究を行っており、その状

況を見ながら完成に向かっていきたいので、

会場の皆さんにもぜひご協力いただきたい

ということでした。かなり平易に利用でき

ることは確認できますので、どこまで深み

のある利用が可能となるか、この点に注目

したいと思います。  

 自治体関係の皆さんに対しては、予算減、

人数減が進み、業務の忙しさの増している

中で、どのようなマネジメントシステムを

作るべきか、また作れるのかという質問で

した。これにたいしては、これまで統計や

GISは調べるものであって、使うという思

想がなかった。発想の転換が必要である。

企画部門でも使える平易なものが必要であ

る。行政、の扱う対象の基本は、人と土地

である。したがって、担当が変わっても引

き継げるようなものが必要である。かつて

高価であった GISも簡単に使える平易なも

のが出てきている。引き継げる業務プロセ

スを作ることが大事である。 GISが大変な

のではない、大変なのはデータ作成である。

共通に必要なのは EXCE Lの利用である

等々、予定時間を大幅に超え、大変熱心に

議論が交わされました。  

 

次への決意  

参加者からこうした機会はめずらしい。

大変参考になったのでまた持っていただき

たいという声が聞かれました。コーデネー

ターの森会員からは、来年の大会は北海道、

その次は九州になる予定である。そこへの

参加は難しいかもしれませんから、大会と

は別に、関西地区でセッションを模索でき

ればと思っていますとの挨拶があり、5時間

近くに及ぶセッションを終えました。参加

者にとって、とても大変満足感のあるセッ

ションであったと感じています。  

大阪府の裏山氏は、 GISを用いた理由の

一つに、他部局等とのデータ連携ができる

点をあげておられました。我々が注目して

いるのもこの点にあります。地方自治体に
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は様々な部局があり、それぞれが個体情報、

位置情報を持ったデータを扱っています。

これらがレイヤーとして多数蓄積され、有

効活用されていくのでなければなりません。

日本の現状を考えると、早くそうした方向

に切り換えられていくのでなければなりま

せん。  

経済統計学会の 2 0 1 5年度大会は北海学園

大学での開催に決まりました。北海道の自

治体においても、 GISの利用を念頭に置い

たオープンデータ化が始まっています。ぜ

ひ、次の一歩を進めるためのセッションが

開催されることを願っています。  

 

２ インドの統計改革とその周辺について（１） 岡部純一  

2 0 1 3年 1 1月 7日にバンガロールで Al l  

I nd ia  Se mi n a r  o n  S t a t i s t i ca l  Da tab a ses  i n  

Gra m P an ch a ya t sと銘打ってセミナーが開

催された。このセミナーはインド統計研究

所バンガロールセンターの経済分析学科

(Eco no mi c  Ana l ys i s  Un i t ,  I nd ia n  S ta t i s t i ca l  

I n s t i t u t e ,  B a n ga lo re  C e nt r e )が主催したセミ

ナーである。インド計画委員会委員・

J a wa h a r l a l  Ne hr u  U n i v e r s i t y教授である

Ab h i j i t  Se nや、インド初代 Ch ie f  

S ta t i s t i c i a n・現 Na t io n a l  S ta t i s t i ca l  

Co mmi ss io n議長である P ro nab  S e nをはじめ、

インドの著名な研究機関・政府機関の重鎮

が幾人か参加した。このセミナーは、私の

友人であるインド統計研究所バンガロール

センター経済分析学科教授・ Fo u nd a t io n  fo r  

Agra r i a n  S t ud ie s  ( F AS)  理事である V.  K .  

Ra mac h and r an氏が、私と F ASとの国際共同

研究の成果であるインド国民向け著書 :  A 

Ne w S ta t i s t i ca l  Do mai n  in  I nd i a :  S ta t i s t i ca l  

Da ta  B a se s  i n  Gra m P a nc ha ya t s  (近刊予定 )
1

の草稿について広く議論することを目的に

設定してくれたセミナーであった。当然な

がら私としては、このセミナーは自分達の

研究成果に対するインド統計家の反応を観

察するための絶好のチャンスであった。と

ころが、その一方で、このセミナーはイン

                                                                    

1  J u n - i c h i  O k a b e ,  A N o t e  o n  N e w S t a t i s t i c a l  

D o m a i n  i n  R u r a l  I n d i a  ( 1 )〜 ( 4 ) :  A n  E n q u i r y  i n t o  

G r a m  P a n c h a y a t - l e v e l  D a t a b a s e s ,  C E S S A 
Wo r k i n g  P a p e r  ( C e n t e r  f o r  E c o n o m i c  a n d  S o c i a l  

S t u d i e s  i n  A s i a ,  D e pa r t m e n t  o f  E c o no m i c s ,  

Yo k o h am a  N a t i o n a l  U n i v e r s i t y ) , C E S S A W P 

2 0 1 4 - 0 5 〜 0 8 ,  2 0 1 4 .  
< h t t p : / / w w w. e co n . y n u . a c . j p / c e s s a / p u b l i c a t i o n /  

w o r k i n g p a p e r. h t m l >  

ドの全国紙  ‘T he  Hi nd u ’  の関心を引き、全

国的に報道される広く知られるに至った 2。 

 インドは 1 9 90年代の憲法改正以降、州レ

ベルより下位の地方自治体 (日本で言えば

都道府県と市町村 )への行政権限の委譲に

より地方分権化が進行している。これまで

インドは五カ年計画による中央集権的な混

合経済体制の国であったが、州レベルより

下位の地方自治はほとんど未確立であった。

ところが 1 9 9 0年代以降の「自由化」路線の

もとで、インドでは国家統治のあり方が根

本的に再検討されている。地方分権化と地

方自治の確立もその一貫である。そして、

地方自治の確立によって今日問われている

のは、地方統計制度の末端の統計収集の制

度をどう確立するべきかという問題である。

とりわけ村落基礎自治体における統計制度

の構築が焦眉の課題となっている。インド

統計評議会 (2 0 00年設立、通称 Ran gara j a n評

議会 )
3の提言により発足した「地域開発の

ための基礎統計に関する専門委員会」(通称

Ab h i j i t  Se n委員会 )
4は、「村落基礎自治体

                                                                    

2  T h e  H i n d u  ( 2 0 1 3年 11月 8日 ) ,  ‘ T h e  d a t a  

c h a l l e n g e  a t  t h e  g r a m  p a n c h a y a t  l e v e l’ .  
< h t t p : / / w w w. t h e h i n d u . c o m / b u s i n e s s / E c o no m y / t he

- d a t a - c h a l l e n g e - a t - t h e - g r a m - p a n c h a y a t - l e v e l / a r t

i c l e 5 3 2 9 8 5 2 . e c e >  
3
 N a t i o n a l  S t a t i s t i c a l  C o m m i s s i o n ,  R e p o r t  o f  t h e  

N a t i o n a l  S t a t i s t i c a l  C o m m i s s i o n ,  2 0 0 1    

< h t t p : / / m o s p i . g o v . i n / n s c r / h p . h t m > .  

4  C e n t r a l  S t a t i s t i c a l  O r g a n i s a t i o n ,  S o c i a l  

S t a t i s t i c s  D i v i s i o n  o f  M i n i s t r y  o f  S t a t i s t i c s  a n d  

P r o g r a m m e  I m p l e m e n ta t i o n ,  G o ve r n m e n t  o f  

I n d i a ,  R e p o r t  o f  H i g h  L e v e l  E x p e r t  C o m m i t t e e  o n  
B a s i c  S t a t i s t i c s  f o r  L o c a l  L e v e l  D e v e lo p m e n t ,  

2 0 0 6 .  
< h t t p : / / m o s p i . n i c . i n / M o sp i _ N e w / u p l o a d / l l d _ d a t a

_ 1 3 j a n 1 2 / l l d r e p o r t _ s s d . p d f >  
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(Gra m Pa n ch a ya t )は、村落レベルのデータ

を編纂し、維持し、保有すべきである」と

提言した。この提言は一見単純に見えるが、

確立したばかりの地方の村落基礎自治体が

統計を編纂し保持する、という発想はそれ

までのインドでは考えられないことであり、

誰も真剣に議論したことのない全く新しい

トピックである。標本調査以外のセンサス

や行政記録の幾つかは、まさに基礎自治体

レベルで作成されている。ところが、それ

まで県や郡レベルの州政府機関主導の村落

統計の編纂については議論されることはあ

ったが、村落基礎自治体自身が統計を編纂

し保持するという発想は登場していなかっ

たのである。それが 19 9 0年代以降の地方分

権化と地方自治の確立によって、新たな統

計領域として浮上しているのである。  

 ‘T he  Hi nd u ’の記事でも取り上げられてい

るように、 Ab hi j i t  Se n氏は私達の研究に対

して次のようにコメントした。すなわち、

「 Ab hi j i t  Se n教授は、標本調査へのインド

の過剰依存を問題にし、『世界中でレジス

トリ ( r eg i s t r i e s )はあらゆるレベルの統計の

情報源になっている』と指摘。『われわれ

は優れた標本調査システムをインドに構築

したが、統計利用に役立つレジストリ・シ

ステムを体系的に構築してはいない』と主

張した。」この発言は、セミナーに同席し

ていた別のパネラーである前述の P ro nab  

Se nへの挑発的発言であったため、会場は大

いに湧いた。なんと、2人は年子の実の兄弟

なのである。  

 上述の Ran gara j a n評議会は、同一対象に

関する異なる推計値を比較することによっ

て、村落レベルのセンサスデータや行政記

録、及びそれを基礎に構成された標本フレ

ームのクオリティに限界があると結論付け

た。それに対して、 Ab hi j i t  Se n委員会は、

末端地域の公的職員、例えば、村落基礎自

治体書記官、助産師兼村落保健所職員、村

落母子保健職員 (a n g an wa d i  wo r ke r )、村落レ

ベル収税吏 (p a twa r i )、村落公立小学校教員、

村長等々が村落に関係する記録を保持して

いることに注目し、それら記録の潜在的可

能性に期待を寄せているのである。  

 一方、インドにおける標本調査への過剰

依存 (o ve r - r e l i a n ce )は、以前からしばしば問

題にされている。 1 9 90年代末に、当時のイ

ンド統計省が、世界銀行からの借款を受け

て、国際的に定評あるインド全国標本調査

(Na t io na l  Sa mp le  S ur ve y)を拡張し、IMFの統

計品質基準 :  Sp ec ia l  D a ta  D i s se mi n a t io n  

S ta nd a rd s  (S DD S)に対処しようとしたこと

があるが、その時にも、インドの標本調査

への過剰依存が問題になった。 Ran gara j a n

評議会は、「これらの標本調査 (全国標本調

査 )を、劣化した行政統計制度の代替システ

ムとして採用することは、分権化したイン

ド統計制度の真にシステミックな問題を解

決することから目を背けることになる」5と

批判した。  

 以上のように、 Ab h i j i t  Se n委員会は、村

落に既に存在する各種レジストリ・システ

ムの潜在的可能性に期待を寄せ、それを拠

り所に、村落基礎自治体が、村落レベルの

データを編纂し、維持し、保有すべきであ

ると提言したのである。  

 Ab hi j i t  Se n委員会は、さらに、村落の既

存レジストリと村落を熟知した関係者の知

見を総合的に取り纏めるテンプレートとし

て、全国一律の村落調査表式  (V i l l a ge  

sc hed ule  o n  B a s ic  S t a t i s t i c s  fo r  Lo c a l  Le ve l  

Dev e lo p me nt )を開発した。要するにそれは

表式調査の調査票である。現在、インド全

域で、この表式調査のパイロット調査が行

われ、この村落調査票の改良が図られてい

る 6。  

 私と FASが共同で著した前述のインド国
                                                                    

5  N a t i o n a l  S t a t i s t i c a l  C o m m i s s i o n ,  R e p o r t  o f  t h e  

N a t i o n a l  S t a t i s t i c a l  C o m m i s s i o n ,  2 0 0 1 ,  p a r a  

1 4 . 3 . 1 7 .  坂田 大輔会員が、現在、そのこと について

調査して いるようである。   
6  C e n t r a l  S t a t i s t i c a l  O r g a n i s a t i o n ,  M i n i s t r y  o f  
S t a t i s t i c s  a n d  P r o g r a m m e  I m p l e m e n t a t i o n ,  
G ove r n m e n t  o f  I n d i a ,  R e p o r t  o n  B a s i c  S t a t i s t i c s  f o r  
L o c a l  L e v e l  D e v e l o p m e n t  ( B S L L D )  P i l o t  S t u d y  i n  R u r a l  
A r e a s ,  2 0 1 4  
< h t t p : / / m o s p i . n i c . i n / M o s p i _ N e w / u p l o a d / l l d _ d a t
a _ 1 3 j a n 1 2 / Re p o r t _ p i l o t _ s t u d y _ Ru r a l A r e a s 1 1 s e p t 1
4 . p d f > .  
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民向け著書 :  A Ne w S t a t i s t i ca l  Do mai n  i n  

Ind ia :  S ta t i s t i ca l  Da ta  B ase s  i n  Gra m 

P anc ha ya t sは、Ab hi j i t  Se n委員会の提言に刺

激を受けてその提言に敬意を払いつつも、

それを批判的に乗り越えるための研究であ

る。この研究は日本の経済統計学会て培わ

れた知識を総動員して新しい統計問題に取

り組む試みでもある。この著書は、 Ab hi j i t  

Se n委員会を越えて、 (1 )インドの村落のデ

ータ需要構造を全面的に研究している。こ

の点は先の全インドセミナーで評価を得た。

また、 (2 )  村落基礎自治体域内に存在する

既存の各種レジストリの実態とクオリティ

をミクロレベルで検証している。 Ab hi j i t  

Se n委員会は、既存の村落レジストリを編纂

する村落調査票を提言したが、そうしたレ

ジストリのクオリティそのものをまだ詳細

には検証していない。私と F ASは、F ASの作

成した小地域住民全数データベースを比較

基準として、そうしたレジストリの住民記

録を一件一件ミクロレベルで照合し、不照

合の原因を究明する作業も行った。ただ、

このインド国民向け著書の内容を詳しく紹

介することは本稿の目的ではない。  

  最後に、この研究の置かれた政治的文脈

にも触れておかなければならない。インド

では地方分権化と地方自治は、左翼運動家

のきわめて重要な関心事である。インドで

は村落自治体 (Pa n ch aya t )の発達は、ケララ

州や西ベンガル州等の共産党州政府下の地

域政策に大きく影響を受けている。もとも

と農村問題はインドの主要な国内問題の一

つである。地方自治の確立によって農村の

政治状況は大きく変わる可能性がある。選

挙によって、地主や集権的官僚制度の末端

官僚等の旧支配層に代わり、最低カース

ト・イスラム教徒・少数部族出身者 (以上が

農村人口の約 4割を占めると言われている )、

とりわけ日雇い農業労働者層や女性や若者

が地方の新しいリーダーとして登場しつつ

あるからである。現在はこの新しい支配層

の自治能力が試されている状況である。し

たがって村落自治体の統計制度の研究はそ

ういう政治的な文脈のなかで行われている。

現インド政府から農村問題の専門家として

信頼されている Ab hi j i t  Se n氏も、インド共

産党 (マルクス派 )の著名な論客であること

は周知のことである。  

 以上のように私は、インドの村落基礎自

治体の統計制度の研究に関して、インドの

統計家との議論に次第に巻き込まれつつあ

ると感じている。このようなことになった

のは、今にはじまったことではなく、 2 0 00

年以降の私がとインド統計研究所 ( Ind ian  

S ta t i s t i c a l  I n s t i t u t e )や F ASなどの幾つかの

チャネルを通してはじめた研究交流の結果

と言える。それらの研究交流の経緯につい

ては次の機会に紹介させていただきたいと

思う。  

 

３ 日本におけるオープンデータ政策の展開  

2 0 1 4年全国研究大会ではオープンデータに関わるセッションが設置されて論議された。 

オープンデータ政策は、国際的には早くから取り組まれ、日本ではこの 2， 3年の間に急速

に強化されている。オープンデータ政策は深く統計に関連する。今後ますます活発に取り

上げられるだろう。ここでは、総務省の「オープンデータの戦略の推進」のサイトのうち、   

2 .1で「オープンデータとは」と「政府全体の取組み」の前半の「電子行政オープンデータ

戦略の概要」までを、2 .2で、統計とオープンデータ政策の関連をみるために、統計 Today

の No.69（ 2013.10.31）に掲載された奥田直彦「統計におけるオーブンデータの高度化」

を引用紹介させていただき、2 .3でオープンデータ流通推進コンソーシアム（データガバナ

ンス委員会・技術委員会）が、2014年 6月に案を公表し、パブコメを経てまとめられた『オ

ープンデータガイド第 1版（案）』（ 2014年 9月）の表紙と目次だけを示す。 2.4では、英
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国での検討例を、検討の論点や一部の報告の構成と「要約」（仮訳紹介）でとりあげる。 

 

3.1 総務省の「オープンデータとは」および  

「政府全体の取組」から「全体像」の抜粋  

■オープンデータとは
（ h t t p : / / w w w . s o u mu . g o . j p / m e n u _ s e i s a k u / i c t s e i s a k u / i c t r i yo u / o p e n d a t a / o p e n d a t a 0 1 . h t ml）    

オープンデータの意義と目的  

《背景》  

■ ブロードバンドの普及、端末の能力向上・多様化（企業・国民等が容易に大量なデー

タを扱える環境に）  

■ ICT政策は「縦軸」から「横軸」の取組強化へ（東日本大震災では情報の横の連携の重

要性が顕在化）。  

■ 国、自治体、独立行政法人、公益事業者等が保有する公共データのビジネス活用等へ

の期待の高まり⇒  組織や業界内等でのみ利用されているデータを社会で効果的に利用

できる環境（オープンデータ流通環境）の整備が必要。  

 

《意義・目的》  

 電子行政オープンデータ戦略  （平成 24年 7月 4日  高度情報通信ネットワーク社会推進

戦略本部  決定）において、オープンデータの意義・目的について、以下の 3点が挙げら

れています。  

 ●透明性・信頼性の向上：  

 公共データが二次利用可能な形で提供されることにより、国民が自ら又は民間のサービ

スを通じて、政府の政策等に関して十分な分析、判断を行うことが可能となる。それによ

り、行政の透明性が高まり、行政への国民からの信頼を高めることができる。  

 ●国民参加・官民協働の推進：  

 広範な主体による公共データの活用が進展し、官民の情報共有が図られることにより、

官民の協働による公共サービスの提供、さらには行政が提供した情報による民間サービス

の創出が促進される。これにより、創意工夫を活かした多様な公共サービスが迅速かつ効

率的に提供され、厳しい財政状況、諸活動におけるニーズや価値観の多様化、情報通信技

術の高度化等我が国を取り巻く諸状況にも適切に対応することができる。  

 ●経済の活性化・行政の効率化：  

 公共データを二次利用可能な形で提供することにより、市場における編集、加工、分析

等の各段階を通じて、様々な新ビジネスの創出や企業活動の効率化等が促され、我が国全

体の経済活性化が図られる。また、国や地方自治体においても、政策決定等において公共

データを用いて分析等を行うことで、業務の効率化、高度化が図られる。  

http://www.soumu.go.jp/menu_seisaku/ictseisaku/ictriyou/opendata/opendata01.html
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/it2/denshigyousei.html
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/it2/
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/it2/
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「オープンデータ」と言えるための条件  

 既に各省庁のホームページ上で各種データの公開が進んでいますが、上記のような意

義・目的に合致する形での「オープンデータ」と言えるためには、  

 (1) 機械判読に適したデータ形式で、  

 (2) 二次利用が可能な利用ルールで公開されたデータ  

である必要があります。それにより、人手を多くかけずにデータの二次利用が可能となり

ます。  

(1) 機械判読に適したデータ形式  

 コンピュータが自動的にデータを再利用するためには、コンピュータが、当該データの

論理的な構造を識別（判読）でき、構造中の値（表の中に入っている数値、テキスト等）

が処理できるようになっていることが必要となります。機械判読が容易なデータ形式には、

いくつかの段階がありますが、画像ファイルや PDF等の形式ですと、コンピュータプログ

ラムがその中のデータを識別することは困難となり、二次利用をするためには、人手によ

る再入力が必要となります。東日本大震災発生時には、行政の保有する避難所情報などの

震災関連情報を地図データ等を利用して広く周知させようとしても、データの形式の問題

で人手によって再入力しなければならないなど、情報の集約や二次利用に多くの時間と手

間が必要とされるケースが散見されました。また、機械判読が困難なデータ形式では、ス

マートフォンのアプリ等で自動処理することは非常に困難となり、民間による自発的な公

共サービスの創造は期待しにくいものとなります。  

(2) 二次利用が可能な利用ルール  

 二次利用が可能な利用ルールについては、第三者がデータを一部改変して利用すること、

すなわちデータの二次利用を、データ所有者が予め許諾していることを明示することが必

要となります。例えば、著作物には著作権が発生しますが、二次利 用を広く認めるには、

その著作権の不行使を予め宣言しておくことが求められます。他方、現在の各府省等のホ

ームページの利用条件の中には、無断での改変を禁じているものがあり、広く二次利用を

認めるものとはなっていない場合があります。また、数値データ等、著作物に該当しない

データについて、著作権の対象であるような包括的な表現となっている場合もあります。 

オープンデータの５つの段階とデータ形式  

 オープンデータは、機械判読の容易性、著作権等の扱いにより、その開放性の程度が異

なっています。これを、便宜的に 5段階で示すと下図のようになります。  
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「政府全体の取組」
（ h t t p : / / w w w. s o u mu . g o . j p / m e n u _ s e i s a k u / i c t s e i s a k u / i c t r i yo u / o p e n d a t a / o p e n d a t a 0 2 . h t ml ）  

 
全体像    

政府におけるオープンデータ関連の戦略をまとめると、次のとおりです。  

 

【図】オープンデータ関連戦略の歩み  

 

 

IT総合戦略本部における取組  

１．電子行政オープンデータ戦略  

 IT総合戦略本部  において、平成 24年 7月 4日に、  

 (1) 政府自ら積極的に公共データを公開すること  

 (2) 機械判読可能な形式で公開すること  

 (3) 営利目的、非営利目的を問わず活用を促進すること  

 (4) 取組可能な公共データから速やかに公開等の具体的な取組に着手し、成果を確実に  

 蓄積していくこと  

 

の 4項目を基本原則とする「電子行政オープンデータ戦略」  がとりまとめられました。

取組対象とする公共データは、政府が保有するデータ（安全保障に関する情報等公開に適さな

い情報を除く）について率先して取組を推進し、独立行政法人、地方自治体、公益企業等の取

組に波及させていくものとされました。併せて、東日本大震災の教訓を踏まえ、緊急時に有用

と考えられる公共データについては早期に取組を進めておくことが重要としています。  

 

 

 

 

http://www.soumu.go.jp/menu_seisaku/ictseisaku/ictriyou/opendata/opendata02.html
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/it2/
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/it2/denshigyousei.html


 

13 

 

【図】  電子行政オープンデータ戦略の概要  

 

3.2  統計におけるオーブンデータの高度化  

     統計 Today No.69 （ ht tp : / /www.s ta t .go . jp / in fo /openda ta / index .h tm）  

            総務省統計局統計情報システム課長事務代理  奥田  直彦  

情報通信技術の進展によるブロードバンドの普及やパソコン等の能力向上等国民・企業等
が容易に大量なデータを扱える環境が整い、クラウド、ビッグデータ、オープンデータ等、
いわゆる「データ」に対する大きな関心が寄せられています。さらに、国等が保有する公
共データのビジネス活用等への期待も高まっています。このような状況を踏まえ、政府と
しても保有するデータを社会で効果的に利用できる環境（オープンデータ流通環境）の整
備を進めていくこととしています。特に、オープンデータに関しては、「世界最先端ＩＴ
国家創造宣言について」（平成 2 5年６月 14日閣議決定）、「電子行政オープンデータ推進
のためのロードマップ」（平成 2 5年６月 14日ＩＴ戦略本部決定）等に基づき、政府全体と
しての取組が進められているところです。   

 これらの取組により、公共データを含む様々なデータの加工・組合せを行うことによる
新事業・新サービスの創出や官民協働による公共サービスの実現、行政の透明性・信頼性
の向上につながるものと考えられます。   

 さて、オープンデータについて、政府の先駆者として、また国際的にもトップランナー
として先導している統計分野において、「統計におけるオープンデータの更なる高度化」

http://www.stat.go.jp/info/opendata/index.htm
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を図るため、総務省統計局では、（独）統計センターと協力して、次の３つの取組を進め
ています。これにより、官民における統計データ利活用の高度化を促進し、新たな付加価
値を創造するサービスや革新的な事業の創出等の支援につなげていくこととしています。  

（１）  ＡＰＩ機能による統計データの高度利用環境の構築   

  統計データを機械判読に適したデータ形式で容易に取得できるよう、 e -S ta tに新たに
ＡＰＩ機能を整備。   

（２）  統計ＧＩＳ機能の強化   

  統計ＧＩＳ機能を強化し、ユーザー保有データの取り込み分析や任意に指定したエリ
アにおけるデータが利用可能になるような機能を整備。   

（３）  オンデマンドによる統計作成機能・方策の研究   

  公的機関や学術研究等の利用において、利用者が調査項目を選択するだけで統計結果
を自動的に出力する、新しい形の統計提供サービスの研究を推進。   

 ここからは、試行運用を開始している、「（１）ＡＰＩ機能による統計データの高度利

用環境の構築」及び「（２）統計ＧＩＳ機能の強化」について詳しく紹介します。   

 まず、「（１）ＡＰＩ機能による統計データの高度利用環境の構築」について紹介しま

す。ＡＰＩ機能は、平成 2 6年度に e -S ta tに整備することとしていますが、システム的な検

証等を行うため、平成 2 5年６月 1 0日から試行運用を開始しました。試行運用は、（独）統

計センターが運用する「次世代統計利用システム」（ ht tp : / / s t a td b .n s t a c .go . j p /）上で行って

おり、総務省統計局の国勢調査、労働力調査等のデータが利用可能です。（同システム上

で利用者登録を行えば、どなたでも利用できます。）   

 ＡＰＩ機能は、これまで e -S t a tから利用者がパソコンを操作し、 Exce l形式等のデータを

一つずつダウンロードして取得する必要があった統計データについて、機械的に取得が行

えるものです。   

 ＡＰＩ機能を活用すると、統計データを、人手を介することなく自動で機械判読が可能

なデータ形式で取得することができ、例えば、１．利用者の情報システムに e -S ta tのデー

タを自動的に反映、２．ユーザー保有やインターネット上のデータ等と連動させた高度な

統計データ分析等の利用が可能になります。（図表１参照）               

運用の開始から約３か月が経過しましたが、その試行運用の状況（ 1 0月 2 5日時点）は、ユ

ーザー登録者が約 1 ,3 00人（民間企業、学術研究者、官公庁、個人等）、ＡＰＩ機能を利用

するために必要なアプリケーションＩＤの発行数は約 49 0件となっており、ＡＰＩ機能を

組み込んだシステム等からのデータ取得のリクエスト回数は 29 0万回を超えるなど、高い

関心と利用が広まっていることが伺えます。   

 実際にインターネット上で公開されている、今回のＡＰＩ機能を使った利活用事例をみ

ますと、「地域ごとの統計データを利用して数値データを地図上で表示・比較」、「都道

府県のランキング化を行うＷｅｂサイト」や、「時系列の統計データから人口や事務所数

などの推移をグラフで可視化するＷｅｂサイト」、「携帯型端末でいつでも統計データが

閲覧可能なアプリ」等の開発・公開がなされており、利用者の自由な視点で統計データの

利活用につながる工夫がなされており、膨大な統計データを機械的に利活用可能なＡＰＩ  

機能を提供することは社会経済活動上も高い効果を生み出していくものと考えています。     

【図表１】  

 

 

 

 

 

 

 

 

http://statdb.nstac.go.jp/


 

15 

 

（図表２参照）           

【図表２】  

 

 ＡＰＩ機能については、今回の試行運用における利活用状況の分析、ニーズの把握、シ

ステム的な検証等を踏まえ、平成 26年度に e -S ta tにＡＰＩ機能を整備し、各府省を含めた

統計データ（基幹統計等 4 9統計約６万表の統計表データ）の利用が可能となるよう準備を

進めていく予定です。   

 次に、「（２）統計ＧＩＳ機能の強化」について紹介します。ＧＩＳ（ Geo grap hic  I n fo r ma t io n  

S ys t e m：地理情報システム）は、デジタル化された地図データと、統計データや位置、空
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間に関する情報等を統合的に扱う情報システムです。   

 ＡＰＩ機能と同様に、システム的な検証等を行うため、平成 2 5年 1 0月 1 8日から試行運用

を開始しました。試行運用は、統計センターが運用する「次世代統計利用システム」

（ ht tp : / / s t a td b . ns t ac . go . j p /）上で行っており、総務省統計局の国勢調査、経済センサス‐基

礎調査等のデータが利用可能です。（同システム上で利用者登録を行えば、どなたでも利

用できます。）   

 今回試行運用を開始した統計ＧＩＳ機能では、地図上で任意に設定したエリアにおける

統計データを表示することや、そこにユーザーが保有する各種データを取り込んで分析す

ることが可能となるなどの機能を提供しています。（図表３参照）   

            【図表３】  

 

 運用の開始からまだ２週間足らずですが、その試行運用の状況（ 1 0月 2 5日時点）は、ユ

ーザー登録者が約 2 0 0人（民間企業、学術研究者、官公庁、個人等）、システムへのログ

イン回数が 4 0 0回と、利用開始時としては、まずまずの関心と利用が広まっているものと

考えられます。   

 今回の機能強化により、統計ＧＩＳに関して、防災や都市計画等の公的利用における促

進や、商圏の設定や地域販売戦略のマーケティング等の民間利用における促進等につなが

るものと考えております。   

 統計におけるオープンデータの高度化について更に詳しく知りたい方は、  

h t tp : / / www. s ta t . go . j p / i n fo /o p e nd a t a / i nd e x . h t m   

を参照してください。   

 統計局では、今後も、データの充実を図るとともに、ＡＰＩ機能を用いたデータ提供ア

プリの開発・運用の検討等オープンデータの高度化を更に推進してまいります。   

 あわせて、９月 2 7日に公表した「統計からみえる東京オリンピック時と現在の日本の状

況」 ht tp : / / www. s ta t . go . j p / in fo /a no to k i /p d f /o l y mp ic .p d f（ P D F： 1 0 1KB）等のような分かりや

すい情報や統計数値の解説等を積極的に公表する等、利用しやすく付加価値の高い統計情

報の提供に努めてまいります。   

 統計情報の提供等に関し、御意見・御要望等がございましたら、

t o u ke i so ud a n @ so u mu . g o . j pまで連絡ください。  （平成 25年 10月 31日）  

 

 

 

http://statdb.nstac.go.jp/
http://www.stat.go.jp/info/opendata/index.htm
http://www.stat.go.jp/info/anotoki/pdf/olympic.pdf
mailto:toukeisoudan@soumu.go.jp
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3.3 『オープンデータガイド第1版（案）』（2014年 9月）の目次等の紹介   

《目次》 

第 I 部  Get t i ng  Sta r ted :  オープンデータをはじめよう  

第 1 章  はじめに  

1 .1  本書の目的 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . .   

1 .2  本書の対象読者  

1 .3  本書の構成  

1 .4  用語定義  

第 2 章  オープンデータの動向と意義  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . .   
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《はじめに  の 1.1 本書の目的》  

2 0 1 2年 7月 4日に高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部で決定された「電子行政オ

ープンデータ戦略」を契機として、国、地方公共団体、独立行政法人、公共企業（電力、

ガス、鉄道等）等におけるオープンデータへの取組が活発になっている。国、地方公共団

体、独立行政法人、公共企業等が保有している公共データをオープンデータとして公開す

れば、情報利用者によってアプリケーション開発等の様々な形での利活用が促進され、経

済活性化や行政の透明性の向上等が期待できるものである。  

従来、「行政機関の保有する情報の公開に関する法律」（平成 1 1年法律第 42号）、「独

立行政法人等の保有する情報の公開に関する法律」（平成 1 3年法律第 1 4 0号）、各地方公

共団体の情報公開条例等の情報公開制度に基づいて、国、地方公共団体、独立行政法人等

は、自身が保有している情報について開示を行ってきた。しかし、情報公開制度は、国、

地方公共団体等の諸活動を国民・市民に説明し、国民・市民の的確な理解と批判の下にあ

る公正で民主的な行政を推進することを目的としており、開示された情報の利活用につい

ては特に想定されていない。  

それに対して、オープンデータは、国、地方公共団体、独立行政法人、公共企業等が公

開したデータを利活用して、「透明性・信頼性の向上」、「国民参加・官民協働の推進」、

「経済の活性化・行政の効率化」等に役立てることが目的である。特にビジネスでの利用

についての期待が大きい。さらに、オープンデータの編集・加工・改変等は、機械（コン

ピュータ）によって行われる。そのため、利用ルールを定めてデータの二次利用を認める

ことと、データを利活用しやすい形式（機械判読に適した形式）で提供することが重要に

なる。  

本書は、国、地方公共団体、独立行政法人、公共企業等が、自身が保有している公共デ

ータをオープンデータとして公開するための参考となるよう、オープンデータ流通推進コ

ンソーシアム（データガバナンス委員会・技術委員会）が、オープンデータの作成・整形・

公開に当たっての留意事項等を、「利用ルール」と「技術」の２つの観点からまとめたも

のである。  

 

3.4 英国での検討例の紹介－  

議会選抜委員会の報告 statis t ics and open data  

【編集部】オープンデータの政府における活用を肯定しながら、多くの国家統計機関は  

慎重な検討を展開している。ここでは英国の政府統計機関における検討の一部を紹介する。 

英国の行政選抜委員会 (P ub l i c  Ad mi n i s t r a t i o n  Se lec t  Co mmi t t ee： P ASC)は、政府における統
計とオープンデータの検討を、特にオープンデータ戦略の実施における政府の前進に焦点
をおいて、進めてきた。  以下では、（１）でこの委員会の統計に関する検討プログラム
の柱を、（２）で報告 s t a t i s t i c s  a nd  o p e n  d a ta の構成を、 (3 )でこの報告の「要約」の仮訳
を示す。以下のサイトからの引用である。
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【ht tp : / / www. p a r l i a me nt .u k /b u s i ne ss / co mmi t t ee s / co mmi t t ee s - a -z / co mmo ns - se l ec t /p ub l i c - ad mi n
i s t r a t io n - se l ec t -co mmi t t ee / inq u i r i e s /p a r l i a me n t -2 0 1 0 / s t a t i s t i c s / s t a t i s t i c s -o p e n -d a ta /】  

（１）統計に関する PASC の更新された作業プログラムにおける報告等  

1 .  T he  Op era t io n  o f  t he  S t a t i s t i c s  a nd  Re gi s t r a t io n  Se r v i ce  Ac t  2 0 0 7 ,  Go ver n me nt  r e sp o n se  

p ub l i s hed  o n  1 5  Ma y 2 0 1 3  

2 .  T he  wo rk  o f  t he  O f f i ce  fo r  N a t io na l  S ta t i s t i c s :  Co nc lud ed  

3 .  Sta t i s t i c s  a nd  th e  r e g io n s  a nd  na t io n s  o f  t he  U K:  Co r r e sp o nd e nce  wi t h  C ha i r  o f  UK 

S ta t i s t i c s  Au t ho r i t y  p u b l i s hed  

4 .  Co mmu n ica t i n g  a nd  p u b l i s h in g  s t a t i s t i c s ,  Rep o r t  p ub l i s hed  o n  2 9  M a y 2 0 1 3 :  

Go ver n me n t  r e sp o n se  p ub l i s hed  9  Oc to b e r  2 0 1 3 .  

5 .  Mi gra t io n  s t a t i s t i c s :  Re p o r t  p ub l i s hed  o n  2 8  J u l y 2 0 1 3 ,  UK S t a t i s t i c s  Au t ho r i t y  r e sp o n se  

p ub l i s hed  1 1  D ece mb er  2 0 1 3 ;  Go ver n me n t  r e s p o ns e  p ub l i s hed  o n  2 2  Ap r i l  2 0 1 4  

6 .  Sta t i s t i c s  a nd  Op e n  Da t a :  R ep o r t  p ub l i s hed  o n  1 7  March  2 0 1 4 ,  Go v ern me n t  r e sp o n se  

p ub l i s hed  o n  1 5  S ep te mb er  2 0 1 4  

7 .  T he  Ce n s us :  Rep o r t  p u b l i s hed  1 7  Ap r i l  2 0 1 4 ;  a wa i t i n g  Go ver n me n t  r e sp o nse  

8 .  B ud g e t i n g  fo r  s t a t i s t i c s  ac ro s s  Go ver n me nt :  C o r r e sp o nd e n ce  wi t h  go ve r n me nt  

d ep a r t me nt s  p ub l i s hed  

9 .  Sta t i s t i c s  fo r  t h e  eco no my a nd  p ub l i c  f i na nce s  

1 0 .  T he  co mp re h en s i v en es s  o f  o f f i c i a l  s t a t i s t i c s  

1 1 .  Cr i me  S t a t i s t i c s :  Rep o r t  p ub l i s h ed  o n  9  Ap r i l  2 0 1 4 ;  Go ver n me n t  r e sp o ns e  p ub l i s hed  o n  

1 4  J u l y  2 0 1 4 ,  UK S ta t i s t i c s  Au t ho r i t y  r e sp o n s e  p ub l i s hed  o n  1 5  Sep t e mb er  2 0 1 4  

 

（２）プログラム６（ Statistics and open data）の報告書 (2014.3.17)の構成  

Terms of  Reference                                           

Summary                                                       

1   Introduct ion  Data  - some def in i t ions                                  

2   Improv ing  accountabi l i ty  through open data                                

The  Governmen t ' s  a ims  Good example s  /Outsourc ing  and  t ransparency                          

/P rocurement  and  Open  Data  /The  r igh t  to  da ta?  /P r ivacy and  open  da ta :  managing  the  

r i sks  / Increas ing  engagemen t  /Genera l  conc lus ions  on  accountab i l i t y               

3  Open Data  and Economic  G row th                                      

The economic  oppor tun i ty  o f  open  da ta  /Unders tand ing  the  da ta  marke tp lace  -  the  two 

cu l tu re s  /Charg ing  fo r  da ta  /Trad ing  Funds  -  heroes  o r  vi l la ins?  /The  va lue  of  co re  

re fe rence  da ta  /Licens ing  res t r ic t ions  /Ensur ing  fa i r  acces s  /Genera l  conc lu s ions  on  open 

da ta  and  economic  growth                                            

4  Improv ing  Government  through open data                             

Openness  and  gove rnmen t  e f f ic iency  /Miss ing  oppor tun i t ies  to  improve  e f f ec t iveness     

5  Moving  faster  to  make  a  rea l i ty  o f  open data                             

Publ ic  se rvice  sk i l l s  i n  dea l ing  wi th  da ta  /The  ro le  o f  s ta t i s t i c ians                 

6  A s trateg ic  approach to  open data?                                

Government  p lans  for  open data   Taking  tough dec is ions  on  open data  /Who is  

responsib le  for  making  the  Government 's  open data  p lans  w ork?              

Conclus ion                                                

Conclus ions  an d recommendat ions                                    

Formal  Minutes                                               

Witnesses  Lis t  o f  pr inted  w rit ten  ev idence                                

List  o f  Reports  f rom the  Committee  dur ing  the  current  Par l iament  

  

 

http://www.parliament.uk/business/committees/committees-a-z/commons-select/public-administration-select-committee/inquiries/parliament-2010/statistics/statistics-open-data/
http://www.parliament.uk/business/committees/committees-a-z/commons-select/public-administration-select-committee/inquiries/parliament-2010/statistics/statistics-open-data/
http://www.parliament.uk/business/committees/committees-a-z/commons-select/public-administration-select-committee/inquiries/parliament-2010/statistics/the-operation-of-the-statistics-and-registration-service-act-2007/
http://www.parliament.uk/business/committees/committees-a-z/commons-select/public-administration-select-committee/inquiries/parliament-2010/statistics/the-work-of-the-office-for-national-statistics/
http://www.parliament.uk/business/committees/committees-a-z/commons-select/public-administration-select-committee/inquiries/parliament-2010/statistics/statistics-and-the-regions-and-nations/
http://www.parliament.uk/business/committees/committees-a-z/commons-select/public-administration-select-committee/inquiries/parliament-2010/statistics/communicating-and-publishing-statistics/
http://www.parliament.uk/business/committees/committees-a-z/commons-select/public-administration-select-committee/inquiries/parliament-2010/statistics/migration-statistics/
http://www.parliament.uk/business/committees/committees-a-z/commons-select/public-administration-select-committee/inquiries/parliament-2010/statistics/statistics-open-data/
http://www.parliament.uk/business/committees/committees-a-z/commons-select/public-administration-select-committee/inquiries/parliament-2010/statistics/future-of-the-census/
http://www.parliament.uk/business/committees/committees-a-z/commons-select/public-administration-select-committee/inquiries/parliament-2010/statistics/budgeting-for-statistics/
http://www.parliament.uk/business/committees/committees-a-z/commons-select/public-administration-select-committee/inquiries/parliament-2010/crime-statistics/
http://www.publications.parliament.uk/pa/cm201314/cmselect/cmpubadm/564/56401.htm
http://www.publications.parliament.uk/pa/cm201314/cmselect/cmpubadm/564/56403.htm
http://www.publications.parliament.uk/pa/cm201314/cmselect/cmpubadm/564/56404.htm
http://www.publications.parliament.uk/pa/cm201314/cmselect/cmpubadm/564/56404.htm#a1
http://www.publications.parliament.uk/pa/cm201314/cmselect/cmpubadm/564/56405.htm
http://www.publications.parliament.uk/pa/cm201314/cmselect/cmpubadm/564/56405.htm#a2
http://www.publications.parliament.uk/pa/cm201314/cmselect/cmpubadm/564/56405.htm#a3
http://www.publications.parliament.uk/pa/cm201314/cmselect/cmpubadm/564/56405.htm#a5
http://www.publications.parliament.uk/pa/cm201314/cmselect/cmpubadm/564/56405.htm#a6
http://www.publications.parliament.uk/pa/cm201314/cmselect/cmpubadm/564/56405.htm#a7
http://www.publications.parliament.uk/pa/cm201314/cmselect/cmpubadm/564/56405.htm#a8
http://www.publications.parliament.uk/pa/cm201314/cmselect/cmpubadm/564/56405.htm#a8
http://www.publications.parliament.uk/pa/cm201314/cmselect/cmpubadm/564/56405.htm#a9
http://www.publications.parliament.uk/pa/cm201314/cmselect/cmpubadm/564/56405.htm#a10
http://www.publications.parliament.uk/pa/cm201314/cmselect/cmpubadm/564/56406.htm
http://www.publications.parliament.uk/pa/cm201314/cmselect/cmpubadm/564/56406.htm#a11
http://www.publications.parliament.uk/pa/cm201314/cmselect/cmpubadm/564/56406.htm#a12
http://www.publications.parliament.uk/pa/cm201314/cmselect/cmpubadm/564/56406.htm#a12
http://www.publications.parliament.uk/pa/cm201314/cmselect/cmpubadm/564/56406.htm#a13
http://www.publications.parliament.uk/pa/cm201314/cmselect/cmpubadm/564/56406.htm#a14
http://www.publications.parliament.uk/pa/cm201314/cmselect/cmpubadm/564/56406.htm#a15
http://www.publications.parliament.uk/pa/cm201314/cmselect/cmpubadm/564/56406.htm#a15
http://www.publications.parliament.uk/pa/cm201314/cmselect/cmpubadm/564/56406.htm#a16
http://www.publications.parliament.uk/pa/cm201314/cmselect/cmpubadm/564/56406.htm#a17
http://www.publications.parliament.uk/pa/cm201314/cmselect/cmpubadm/564/56406.htm#a18
http://www.publications.parliament.uk/pa/cm201314/cmselect/cmpubadm/564/56406.htm#a18
http://www.publications.parliament.uk/pa/cm201314/cmselect/cmpubadm/564/56407.htm
http://www.publications.parliament.uk/pa/cm201314/cmselect/cmpubadm/564/56407.htm#a19
http://www.publications.parliament.uk/pa/cm201314/cmselect/cmpubadm/564/56407.htm#a20
http://www.publications.parliament.uk/pa/cm201314/cmselect/cmpubadm/564/56408.htm
http://www.publications.parliament.uk/pa/cm201314/cmselect/cmpubadm/564/56408.htm#a21
http://www.publications.parliament.uk/pa/cm201314/cmselect/cmpubadm/564/56408.htm#a22
http://www.publications.parliament.uk/pa/cm201314/cmselect/cmpubadm/564/56409.htm
http://www.publications.parliament.uk/pa/cm201314/cmselect/cmpubadm/564/56409.htm#a23
http://www.publications.parliament.uk/pa/cm201314/cmselect/cmpubadm/564/56409.htm#a24
http://www.publications.parliament.uk/pa/cm201314/cmselect/cmpubadm/564/56409.htm#a25
http://www.publications.parliament.uk/pa/cm201314/cmselect/cmpubadm/564/56409.htm#a25
http://www.publications.parliament.uk/pa/cm201314/cmselect/cmpubadm/564/56409.htm#a26
http://www.publications.parliament.uk/pa/cm201314/cmselect/cmpubadm/564/56410.htm
http://www.publications.parliament.uk/pa/cm201314/cmselect/cmpubadm/564/56411.htm
http://www.publications.parliament.uk/pa/cm201314/cmselect/cmpubadm/564/56412.htm
http://www.publications.parliament.uk/pa/cm201314/cmselect/cmpubadm/564/56413.htm
http://www.publications.parliament.uk/pa/cm201314/cmselect/cmpubadm/564/56414.htm
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(3)  上記 Summary(要約 )の仮訳  

「オープンデータは政府と社会でますます重要な役割を果たしている。それは、利用あるいは

再配布に関する制限なしですべての人がアクセス可能で、デジタルで器械読み可能なデータなの

で他のデータとで結合できる。今日、廃棄物になりかねないながら、市民をエンパワーし。公共

サービスを改善し、全体として経済と社会に便益をもたらすために使うことのできる未使用の知

識を実りあるものとする類例のない機会がある。 D e l o i t t e は「消費者、ビジネスおよび公共部門

にとっての公共部門も情報の価値は、 2 0 1 1 / 1 2 年に ( 2 0 1 1 年価格で )  ほぼ 1 . 8 兆ポンドにあたる」

と評価した。また、D e l o i t t e は公共部門の情報の「社会的価値」を「保守的な仮定に基づいて・・・

( 2 0 1 1 年価格で ) 2 0 1 1 / 1 2 年に 5 兆ポンドを超える」と推定した。  

大臣たちはオープンデータを支持している。われわれは連続する政府から来るオープンデータ

に関する明白な先導を歓迎する。しかし、オープンデータの概念の定義は粗末であり、公表され

たもので承認された測度はない。データを「差しだす」だけでは、政府を説明責任があるものに

するには不十分である。  

政府は、公衆が本来的な「データへの権利」を持つことを認める必要があるが、この概念に関

しては混乱がある。政府は遅れることなく、政策を明確にし、必要な立法を提出する必要がある。  

「プライバシーの権利」はまた承認されるべきである。 「ケアのデータ」に関する最近の論争

は、プライバシーについての過度あるいは誇張された危惧は、オープンデータのケースをを不当

に傷つける危険を示している。 . 

政 府統計の公表に関する制限は廃止されるべきとする前提があるべきである。  

幾つかの政府データのセットは経済に対して巨大な直接的価値を持つ。郵便番号ファイル

（ P o s t c o d e  Ad d r e s s  F i l e  ： P AF )  は、英国郵政省のシェア価格を高く押し上げて売りものに含まれ

ている。これは、そういったデータセットの価値に関する直接的だが狭い見方をとっている。P AF

は、公的データセット、国の資産として保時されてきたはずである。 P A F の英国郵政省を伴う売

却は誤りである。公的部門のデータへの公衆のアクセスは売買されたり引き渡されたりされるべ

きではない。                               

 

英国政府は、政府のオープンデータへ早期に動いた政府だが、関心を持って英国に注目してい

た他の政府は、速やかに追いつきつつある。もし英国政府が提供されている機会をとらえないな

ら、英国には、成長の潜在能力を持つビジネスがデータ料金、法的・行政的障碍によって阻止さ

れ、他の国は、そのデータを産業の基礎として開発して、英国に対してリードを奪いつつあると

いうリスクがある。  

 

内 閣は、自らの効率性と有効性を高めるだけでなく、省庁がオープンデータの社会的・経済的

潜在的可能性を最大化することを確かにする点で、より一層積極的であるべきである。  

多くの公務員は、データを適切に解釈するスキルを欠いており、ある公務員は政府の公開性へ

向けた願いを共有してはいないように見える。政府は、「高い品質の核」を約束するとともに、

「不完全であっても速やかに公表する」べきである。  

 

オ ープンデータから得るものは多くあるが、政府の行程の方向きは明白ではない。省庁および

政府レベルでは、改善されつつあるのだが、オープンデータに関する調整が欠けている。  

省庁の無関心や抵抗を克服するためには、オープンデータは、それ自体が主要な政府のプログ

ラムとして扱われる必要があり、それが積極的なリーダーシップと管理に従うときにだけ、実質

的利益をもたらすだろう。  
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４ 統計からみた我が国の高齢者（ 65 歳以上）－「敬老の日」にちなんで

-の要約部分     総務省統計局   統計トピックス No.84  

【編集部注：統計局のサイト（ h t t p : / / w w w . s t a t . g o . j p / d a t a / t o p i c s / p d f / t o p i c s 8 4 . p d f）  

に要約と P D F版が上記のタイトルで掲載されている。以下に、その要約部分と P D F版の表３枚と

図 1 0枚の中から表 1と図１だけを引用する。問合せ先は、統計局統計情報システム課統計情報企

画室情報提供第一係： TE L：（ 0 3） 5 2 7 3 - 1 1 6 0 と されている。】  

 

１．要約  
「総務省統計局では、「敬老の日」 (9月 1 5日）を迎えるに当たって、統計からみた我が国
の高齢者のすがたについて取りまとめました。 P DF版はこちら（ P DF： 1 .5 MB）  

 要約  
－「敬老の日」にちなんで－  
Ⅰ  高齢者の人口（人口推計  平成 26年９月 15日現在）  
○  高齢者人口は 3296万人、総人口に占める割合は 25.9％と共に過去最高  
○  ８人に１人が 75歳以上  
Ⅱ  高齢者の人口移動（住民基本台帳人口移動報告）  
○  東京都や大阪府などで転出超過  
○  都道府県間移動率は男性が 65～ 69歳及び 90歳以上、女性は 80歳以上で高い傾向  
Ⅲ  高齢者の就業（労働力調査）  
○  日本の高齢者の就業率は、主要国で最高  
○  高齢者の就業者数は、 10年連続で増加し、 636万人と過去最多  
就業者総数に占める割合は、 10.1％と過去最高  

○  高齢雇用者の７割超は非正規の職員・従業員  
「自分の都合のよい時間に働きたいから」が最多の理由  

Ⅳ  高齢者の住まい（住宅・土地統計調査）  
○  高齢者のいる世帯は 2000万を超え、過去最多  
○  増える高齢単身世帯の共同住宅割合  
○  50.9％が高齢者等に配慮した住まい  
○  近づく「親」と「子」の住まい  
Ⅴ  高齢者の家計（家計調査、家計消費状況調査）  
○  交際費、保健医療への支出割合が高い高齢者世帯  
○  健康に気を配り、旅行などの趣味を楽しむ高齢者  
○  支出が収入を上回る高齢無職世帯  
○  高齢者世帯でも増加するネットショッピングの利用  
 

２．図１と表１  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

 

 

 

 

 

 

 

http://www.stat.go.jp/data/topics/pdf/topics84.pdf
http://www.stat.go.jp/data/topics/pdf/topics84.pdf
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５ ミレニアム開発目標とポスト 2015：持続可能な開発目標  

（ SDGs： Sustainable Development  Goals）   (６ )  

【編集部  2 0 0 0年（目標統計指標は 2 0 0 1年）に定めミレニアム開発目標の最終年 2 0 1 5年

が迫りつつあり、それ以後の国際的開発目標：「ポスト 2 0 1 5」の論議も最終局面にある。

このトピックスの連載 ( 6 )ではとして、5 . 1で、ポスト 2 0 1 5が国連総会での論議に移された

というニュース、 5 . 2でポスト 2 0 1 5における統計指標関連の論議の一部である国連統計委

員会の金曜セミナーを示す】。  

5.1 国連総会（ 2014年 9月～）がポスト 2015：持続可能な開発目標（ SDGs）を
本格審議へ（国連ニュースから）  

2 0 1 4年 9月 1 6日－  国連総会は本日 69会期の年

次総会を開催し、その新会長は、革新的で貧

困との闘いに明白な結果をもたらし、すべての

人の生活の改善を導くポスト 2015の開発課題

を定式化することは、歴史的機会である、こと

を宣言した。                                                   

「この新しく開かれた豪華な会議場に立って、

私は、われわれはここに、新しい日の朝明けに

いることを感じざるをえません。この重要な 69

会期に、緊急性、希望とより大きな協力の意識

をもって、アプローチしよう。」と 193の加盟

国の期間に対する開会の挨拶  で総会議長の

Sa m Ka h a mb a  K ute saは述べた。   

69会 期総会の議長として S a m K a h a mb a  K u t e s a氏  
(ス クリーンに映っている )が開会の辞を述べてい
る総会場の広い光景 ,UN  P h o t o / A ma n d a  V o i s a r d  

http://www.un.org/pga/statements/opening-69th-session/
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ウガンダの Kutesa氏は、本年の総会の論議

のテーマは、「革新的ポスト 2015開発課題

を提起し実践することである」と宣言し、

この枠組みは貧困と飢餓を根絶し、持続的

で包括的な経済成長を促進する努力をしな

ければならないと述べた。         

次週に、多数の国と政府の長が、 9月 24日、

水曜日から 10月 1日、水曜日までになる年次

の一般討論で、世界の最も緊急な問題を審

議するために、この同じ演壇にたつ。   

「このリストは驚くほど長い－貧困と飢

餓；執拗な失業；激しい武力紛争；教育シ

ステムの弱体化；気候変動と海水レベルの

上昇；および不充分なインフラストラクチ

ュア――」と Kutesa氏は言った。               

ごく最近数か月に、西アフリカの保健制度

は、これまでにないエボラの発生で打ちひ

しがれ、一方で平和と安全保障に対する新

しい課題が警戒すべき頻度で生じてきてい

る。過激主義が広がりつつあり、テロ行為

がイラクとシリアで拡大している。    

彼は、諸国が、機会を利用して、人間性に

立ちはだかる課題への解決法を見つけ出す

ことを訴えながら、「総会は、加盟国の間

での世界的討議と協力のための秀でたフォ

ーラムである」と言った。         

Ku te sa氏は、国連予算、人権、軍縮、経済

および金融問題といった特定の問題を扱う

６つの主要委員会のつうじょうの活動を扱

うことに加えて、総会はポスト 2 0 15開発課

題に関する協議にあてることを説明して、

「第 69会期は非常に忙しいことは明らかで

ある」と語った。               

次年が国連にとって「重要な」年であると

呼びながら、 Kutesa氏は、国連の創設 70周

年おともに、ミレニアム宣言の採択以来 15

年であり、 2 0 05年世界サミット以来 10年の

記念になることを楽しみに待つと言った。

画期的な 2 0 1 5年に期限がきれるミレニアム

開発目標 (MDGs)を引き継ぐ新しい開発課

題を作成することは決定的に重要である。   

「資金、技術開発・移転、そして能力構築

の面で課題を実施するための十分な手段が

動員されることを保証するのはわれわれの

責任である」と彼は言った。        

これは、加盟国間と、国内の民間部門と市

民社会の間の世界的共同と協力の強化を必

要とする。また、公正な交易体制と投資の

促進を必要とするだろう。        

この会期に Kutes a氏が計画する主題の１つ

の討議は、開発課題の実施と資源を動員す

る方法に焦点をあてる。  そして 2 01 5年の 3

月に行われる予定の第２の討議は「ポスト

2015開発課題におけるジェンダー平等の推

進と女性のエンパワメント」に焦点をおく。

「 Rio +2 0  (国連持続可能な開発会議 )の成

果文書で強調されたように、ジェンダー平

等での前進は幾つかの分野でなされたが、

持続可能な開発に関与し、貢献し、そこか

ら利益を受ける女性の潜在的可能性はなお

十分には実現されていない」。       

第３の主題討論は、国連と地域機関の間の

協力の強化をとりあげる。Kute sa氏は、2 0 1 5

年 6月にに、気候変動と闘うハイレベルのイ

ベントを、それを「われわれの時代の確か

な世界的課題の１つである」と呼んで、開

催するつもりであると語った。      

「われわれ自身と引き続く世代のために地

球を守るために、国際社会は人類の存続そ

のもを脅かす気候変動の影響をとりあげる

義務をもつ」と彼は言った。        

年次討論の重大な性格に対応して、事務総

長の B an Ki -mo o n は第 6 9会期総会を「世代

において、そして 1世代に対して最も重大

な」と呼んだ。              

「世界の状態が容易でないという理由は多

くある。しかしまた多くの希望の根拠があ

る。」と  言いながら、 B an氏はミレニアム

開発目標の前進を促進し、次の 1 5年間に極

度の貧困を一掃することのできる開発課題

を設定することを強調した。       

世界は結集して、気候変動で動き、世界の

原住民の権利を推し進め、女性と少女の健

康を改善し、エボラをとりあげ、一連の平

http://www.un.org/millenniumgoals/
http://www.uncsd2012.org/rio20/
http://www.un.org/sg/statements/index.asp?nid=7996
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和と安全保障の課題をとりあげなければな

らない。                

「自らを包む社会の－相違を食い物にし、

ヘイトのキャンペーンを行うことに熱心な

グループ－の不寛容の風潮の高まり」への

深刻な懸念を表明しながら、 B an氏は、総

会の本質は「その歪んで悪意に満ちた見方

に対する究極の非難」の態度をとることで

ある、と述べた。   

5.2  ポ ス ト 2015 年 期 の 統 計 機 関 向 け の デ ー タ の 統 合 的 統 計 と 協 力    
2014年 2月  国連金曜セミナー  

 

  

序                                                                                    

新しく生起する問題に関する金曜セミナー

の本年のテーマは、「データ革命の管理：

ポスト 2 0 1 5期の統計機関にとってのデータ

における統合された統計と協力」であった。

それはポスト 20 1 5の開発課題の脈絡内での

共有の統計目的の形成の上のデータにおい

て、政府統計の提供者とその既存のそして

将来のパートナーとの間の相互対話に向け

た仕組みを提供するだろう。   

例えば、機関の持続可能性をめぐる事業へ

の関与は、事業のコミットメントを透明に

し、それに向かっての前進を現実のものと

することを保証するために、頑健で国際的

に合意された説明責任手段に関する協力の

上に活動することを意味する。パートナー

としての市民社会は、e社会の可能な環境を

測定するための新しいデータ出所の発見を

もたらすかも知れないし、一方で  W o r ld  

Re so ur ces  In s t i t u t e  (W RI )  のような研究機

関は持続可能な食糧の将来、あるいはエコ

システムや人間のウエルビーイングのよう

な多くのトピックスについての情報の出所

を増加する際に重要である。最近、W RI  は

地図に基づく森林伐採のプラットフォーム

地図に基づく  (G lo b a l  Fo res t  W atc h )  と水

の管理 (Aq u ed u c t  W a te r  Ri s k  At l a s )を開発し

た。これらの地図に基づく監視システムは、

目的、技術、知識とデータの共有の力を証

明する。  

これらの成功物語は、政府統計界が、統計

方法と技術についての知識を共有すること

と、取り上げている事業、世帯、個人と土

地に関するミクロデータへのアクセスを与

えることによって大きな役割を果たすこと

ができるデータ・イニシャチブの促進を導

く。国家統計局（ N S O s）との協力はまた、

NSO sの独立性と信用を通じて、それらデー

http://unglobalcompact.org/docs/news_events/8.1/GC_brochure_FINAL.pdf
http://unglobalcompact.org/resources
http://unglobalcompact.org/resources
http://www.civicus.org/eei/
http://www.bbc.co.uk/news/science-environment-26287137
http://www.wri.org/our-work/top-outcome/major-companies-funds-and-banks-drive-improved-water-management-using-risk
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タ・イニシャチブの信用を高めることがで

きる。   

NSO sは、ポスト 2015開発課題から不可避的

に生じる統合された経済的、社会的と環境

統計に向けた、高い需要に自ら備える必要

がある。彼らは、新しい要求に対応する効

率性と能力を高めるために、その構造、シ

ステムおよび過程に革新を導入するべきで

ある。さらに、標準化された統計情報モデ

ルに基づいた機関の事業機構の採用は、事

業活動における柔軟性を高め、統計機関内

と統計機関を超えて方法、構成要素、過程

とデータ貯蔵所を可能にするだろう。また、

ミクロデータへのオープンで容易なアクセ

スの前進は、政府統計の適合性と価値を高

め、さらに、NSOsがポスト 2 0 1 5時代でその

使命を果たすことを促進するだろう。  

議題    2014年 2月 28日 (金 )  1 0:0 0  -  1 3 :0 0    データにおける協力  

Introduct ion  
Mr.  Ivo  Havinga ,  Chie f ,  Economic  S ta t i s t ics  Branch ,  Uni ted  Nat ions  S ta t i s t ic s  

Divi s ion  

Opening  
Mr.  Thomas  Gass ,  Ass is tan t  Secre ta ry Genera l ,  Depar tmen t  o f  Economic  and  

Soc ia l  Affa i rs   

Keynote   
Ms.  Amina  J .  Mohamed,  Spec ia l  Advi ser  to  the  Uni ted  Nat ions  

Secre ta ry -Gene ra l  on  Pos t -2015  Deve lopment  P lanning   

Panel is t s  Mr.  Kees  Kruythoff ,  Uni lever ,  P res iden t  Nor th  Amer ica   

  Mr.  Danny Sr iskandara jah ,  Secr e ta ry -Genera l  o f  C IV ICUS -Wor ld  Al l iance   

  
Ms.  Jane t  Rangana than ,  Vice -P res iden t  fo r  Sc ience  and  Research ,  Wor ld  

Resource  Ins t i tu te   

  Ms.  Sha ida  Badiee ,  Managing  Direc tor ,  Open  Data  Watch   

1 5 :0 0  -  1 8 :0 0    統合された統計  

Introduct ion  
Mr.  Ronald  Jansen ,  Chief ,  Trade  S ta t i s t ic s  Branch ,  Uni ted  Nat ions  S ta t i s t ics  

Divi s ion  

Chair  Mr.  Wal te r  Radermacher ,  Chief  S ta t i s t ic ian  of  the  European  Union  

Keynote   Mr.  Wayne  Smi th ,  Chief  S ta t i s t ic ian  of  Canada   

Panel is t s  
Dr. Lina  Cas t ro ,  Deputy Di rec to r -Genera l  o f  the  Ph i l ipp in e  S ta t i s t i cs  Author i ty  

Ms.  Caro l  Coy,  Direc tor  Genera l ,  S t a t i s t ica l  In s t i tu te  o f  J ama ica  

Ms.  Haishan  Fu ,  Direc tor ,  Deve lopmen t  Data  Group ,  Wor ld  Bank  

 

 

６Q2014：政府統計における品質に関するヨーロッパ会議  
   （ 6月 2-5日 ウィーン）から（２）  

【編集部  本年 7月 2 - 5日ウィーンで開かれた「政府統計の品質に関するヨーロッパ会議」

における開会での挨拶と報告一覧は前号で示した。全体として、目下の政府統計の環境の

変化や活動の重点の移行の中で、デー

タ・統計の品質を問い、興味深い報告

がめじろ押しである。行政データの品

質、品質評価枠組み、レジスター・ベ

ース統計など常連のセッションで、各

国の取組の前進がかたられているし、

Ses s io n  8（以下 Se s s8と省略） :  

Vis u a l i sa t io n、 (Se ss .9 ) :  S t a t i s t i ca l  

L i t e r ac y  、 ( Ses s1 5 ) :  Q ua l i t y  in  So c ia l  

Sur v e ys、（ Se ss2 2） :  Co d e  o f  P rac t i ce  
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I mp le me nta t io n  a nd  E v a lu a t io n、( Se ss2 9 ) :  U se r  P e rcep t io n , (Se s s3 1 ) : Qua l i t y  Asp ec t s  wh e n  u s i n g  

Ad mi n i s t r a t i ve  So ur ces、 (Ses s3 2 -Sp ec ia l  Se s s ) :  S t a t i s t i c s  b e yo nd  S ur ve y  a nd  Ad mi n i s t r a t i ve  

Da ta、（ Se s s3 3 -Sp ec ia l  Ses s）:  B i g  Da ta、（ Se ss  3 4 :  Sp ec ia l  Se ss）:  S e rv i n g  P o l i c y Ma ker s  wi t h  

In t e r n a t io na l  S ta t i s t i c s  –  Use  o f  No n -O f f i c i a l  So ur ces  i n  I n t e r na t io na l  S t a t i s t i c s  、

（ Ses s3 8 -Sp ec ia l  Se ss）:  B e yo nd  GDP、（ Se s s 3 9 -Sp e c ia l  Se s s）:  E n ha nc i n g  Re le va nce  o f  O f f i c i a l  

S ta t i s t i c s  b y  Geo re f e r e nc i n g なども興味深い。ここでは、本 NLが、数号にわたって B ig  Da ta

をとりあげてきているので、 6 .1に第 3 3セッションの “Qu a l i t y  Ap p ro ache s  to  B i g  Da ta  i n  

Of f i c i a l  S ta t i s t i c s  –  S ta t i s t i c s  N e t he r l and s”を、6 .2で“ The 20 th  ann ive rsary of  the  Fundamen ta l  

P r inc ip les  o f  Off ic ia l  S ta t i s t ics”に仮訳出する。】                                     

6.1  政府統計におけるビッグデータへの品質アプローチ  

（ Sess ion33： Qual i ty  Approaches  to  Big  Data  in  Of f ic ia l  Stat is t ics  –  Sta t is t ic s  

Nether land）   Peter  Strui js  and Piet  Daas  オランダ統計局
7
 （事務局仮訳） 

重要な方法論的および品質の問題がビッグデータに関連していることは広く認められ

ている。特に、確立した統計方法に応用することを試みるときには、選択力問題（ se l ec t i v i t y  

i s s ues）が突出する。ビッグデータに基づく推定値の生産のための枠組みとして標本理論

を使うことは、そのデータが特に既知の単位の母集団と結びつけることができないなら、

有効ではないといえよう。当初調査ベースの統計のために開発されたアプローチにどれだ

け適用できるのかという疑問が生じる。この論文は、ビッグデータを扱うとき、例えば、

統計の編集が事前に規定した母集団を狙いとしていないときに、政府統計の生産に向けた

可能な品質アプローチを論じる。これらのアプローチは、利用者の見地から高い適合性を

持った速やかな情報をもたらすことができよう。  

しかし、このようなアプローチの導入は、国家統計機関がビッグデータの領域で果たす

ことを熱望される役割の評価を求める。  

 

1.  序  

UNE CEの統計生産と業務の近代化のためのハイレベル・グループのタスクチームによれ

ば、ビッグデータ (B D： B ig  Da ta )  は「洞察と意思決定の強化のための費用効果的で、革新

的な処理形態を要求する、大容量、速度で多様なデータと一般的に述べることができるデ

ータ源」 (1 )と定義することができる。 .  この論文は、そういったデータ源の使用が、統計

的な品質と方法の点で何を意味するかを探究する。品質と方法論は密接に関係している。

統計の品質は適用した方法に依存し、方法は、通常は品質目的を満たすよう選択される。

確定した方法の全体の大きな部分は、標本理論と結びついており、その中核部分は単位の

目標母集団と変数に関わり、それに対して、費用と品質の側面を考慮しながら、サンプリ

ング、データ収集、データ処理および推定が、合致させられ、最大限に活用される。しか

し、後にみるように、B Dの使用が、これと関係することができるか、どう関係しうるかは、

明確とはほど遠い。事実、進行中の UNECの B Dプロジェクト [2 ]の叙述において、また DGINS

によって、かれらのいわゆるシュベニンゲン（ Sch e ve ni n ge n）メモランダム [3 ]に叙述され

るように、B Dの使用と関連する多くの方法論的問題がある。これは、この論文で論じられ

る３つの問題を導く。  

•   B Dが第一次データ出所としてであれ、より支援的役割であれ、使用されるとき、統計

調査と行政データ出所に基づく政府統計の既存の品質枠組みと方法論の限界は何か ?  

                                                                    
7  この論文の見解は著者たちのものであって必ずしもオランダ統計局のものではない。著者の

e - m a i lアドレスは  p . s t r u i j s @ c b s . n l  と  p j h . d a a s @ c b s . n l ,である。  

mailto:pjh.daas@cbs.nl
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•  それらの限界を考えるとき、課題に取り組むうえでの選択肢は何か ?  

•   それらを扱うための限界と選択肢を考えるとき、NSIの新たに生じつつある将来の環境

を考慮して、どの選択が取られるべきか？  これらの問題は、短い論文で深く答えるに

は、あまりにも「大きい」ので、われわれは考察のために、考えの流れを示すことを狙

う。 .  

 

2 .   品質アプローチと課題  

2 .1  うちたてられている方法  

ごく少数の例外を除いて、NSIsの統計プログラムは、統計調査と行政データ出所からの

インプットに基づいている。そういった統計に関しては、各章された統計方法の精巧な一

群がある。これらの方法の多くは調査向きなのであるが、実際には殆どの調査ベースの統

計が、行政データ出所からとられたか引き出された母集団フレームを利用している。 .  そ

ういったフレームなしの調査もある。例えば、地域サンプリング方である。しかし、今日

（ビジネスや制度とともに人や世帯の）センサスですら行政データを利用する。そして、

行政データ出所は、もちろんそれ自体が統計アウトプットに向けての主なデータ出所とし

て使われる。統計調査は、他の方法ではなく、ますます行政的出所情報を補足し、強化す

るために使われてきている。これは、回答者負担の減少と効率性という広く追求された目

的の結果である。  

いわゆる「ストーブパイプ統計」 ( s to vep i p e  s t a t i s t i c s )－これは互いにおっかれ少なかれ

互いに独立に進められる過程で編集される－に加えて。多数の出所に基づく統合的統計も

また存在する。そういった統計の第一の例は国民勘定（ NA:Na t io na l  Acco u nt s）である。

N A向けた統計方法は  さまざまな部門の異なる出所の方法に焦点をあて、関心の変数を結

合できるのである。これらの出所は異なる概念と母集団に依拠しているかも知れないので、

フレームやモデルが、出所の統合のために開発されてきた。これらのフレームやモデルは

例えば、マクロ経済学的方程式である。興味深いことに、 NAのアウトプットは一般的に

はビジネス母集団の推定をふくまない。これは、推定による母集団ではなく、モデル構築

とともにごく少ない専門家の仮定をふくんでいる。統計方法のこの特徴づけは、もちろん

不完全である。統計の特定タイプ－例えば野生動物母集団の関与を推定する o ccup anc yモデ

ル、あるいは時系列モデルなどを狙った－いくつかの方法がある。特に、伝統的サンプリ

ング理論の外部の方法は、 B Dを扱うときには、興味深いかもしれない。  

2 .2   確立した品質アプローチ  

品質考慮の政府統計でどんな役割を果たすのか ?   ２つのレベルを区分できる。   

第一に、統計の品質は、適用された方法と－そのパラメータ化の結果である。方法は判断

され、パラメータ化は、その品質への影響に基づいて、大部分が正確性に焦点をおいて、

選択される。第二に、品質枠組みはすべての統計プログラム－それらのプログラムを判断

する基準を提供する－に適用されるものとして開発されてきた。例としては、ヨーロッパ

実践基準 (Co P ) [4 ]  や品質保証枠組 (QAF)  [5 ]があり、これについては、 NAを含む特定部門

向けの具体化も存在する。 Co P  は統計生産物の品質について５つの側面を規定している。

すなわち、  

•  適合性 r e l e va n ce  

•  正確性と信頼性（ accurac y  a nd  r e l i ab i l i t y）  

•  適時性と時間厳守性（ t i me l i ne s s  a nd  p un c tu a l i t y）  

•  整合性と比較可能性（ co he re nce  a nd  co mp arab i l i t y）  
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•  アクセス可能性と明僚性（ access ib i l i t y  and  c l a r i t y）  

この論文で wわれわれは、最初の４つの側面に焦点をおき、時間にわたる比較可能性は

無視する。というのは、この会議の関連する論文が後者を論じるからである [6 ]。  

2 .3   ビッグデータとの課題 :  例  

B D に戻り、オランダ統計局の方法論研究からの３例をみよう。革新的解決を要請する

方法論的、品質の問題は何か？  

第一の例は、オランダの道路－これについて種々の長さのクラスの通貨車両が分ごとに

入手できる－からの 20 0 0 0の監視からの情報を利用することを問題にしている [7 ]。この出

所は、激しい交通の指定をふくめて、詳細な地域的分割を伴って、週の交通指数について

の統計に使われる潜在能力を持つ。出会っている問題にはいかがある。すなわち、  

•  監視器の地域的配置には不均衡があり、間違いがあり、交通量が最低限の時期には、

すべての監視器についてすべてのデータが入手できるわけでない。  

• 車両の母集団と道路の監視データの間の関係は、マイクロ・レベルでは知られていな

い。個々の車両は時間を通じて辿ることはできない。  

•  道路の監視器のメタデータの品質は乏しい。  

第二の例は、ツイッターやフェイスブックといった公的な社会的メディアのメッセージ

の使用である。これは消費者信頼指数 [8 ]を含めて、週ごとの感覚指数のために使われる潜

在的能力を持つ。直面する問題には以下がある。  

•  メッセージの背後にある母集団はわからず、概略の母集団との関係もわからない。  

•  感情を文章のメッセージのせいにするシステムを工夫する可能性はあるが、こうして

測定された感覚を固定しあるいは解釈する方法は明確ではない。  

第三の例は、携帯電話の使用に関するものである  [ 9 ]。  これは、特定の時間に人々がど

こに居るかに関する統計、いわゆる昼間人口、あるいは移動や交通統計に使用できる可

能性を持つ。旅行統計はまた、このデータ出所を使用することもできる。  

直面する問題は以下である。  

•  利用できるデータは携帯電話プロバイダーの測定網とその頑健性に依存している。 .  

•  携帯電話の所有者についてデータがないとしても、電話は使われなかったり、スイッ

チをオフになっていたり、所有者以外の他人に使われているかもしれない。  

2 .4  ビッグデータの課題 :問題の概観に向けて  

三つの例は、方法論と品質に関するすべての B Dの課題を確認するには十分ではない。し

かし、政府統計での BDの利用可能性に関する研究は、現在出発してはいないが、 B Dを実

際の出所とする政府統計はほとんど存在しないことを心にとどめなければならない。した

がって、さしあたり、この研究で突然とりあげている課題に対処しなければならない。  

理想的には、生じているすべてのタイプの BDを塾視し、政府統計のためのその利用につい

てどのような方法論的および品質の傷害があるのかを考察することになろう。B Dの出所の

タイプは先にふれた UNECEの B Dプロジェクトで考察された [1 0 ]。オランダ統計局は IB Mの

評価を受けた B Dロードマップを開発した [1 1 ]。この評価は、統計部門につながりを持った

B Dの IB Mによるタイプ分けに基づいていた。これらのタイプ分けと評価自体は、政府統計

での利用にについて考えられているより、さらに多くの B D出所－ B D出所のタイプ－があ

ることを明らかにしている。したがって、すべての B Dの課題をリストするには明らかにな

お早すぎる。  

それにもかかわらず、これまでに出会った主な方法論的・品質の問題についてふれるこ

とは有益である。それらは以下である。  
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1 .  使われた記録の背後にある母集団についての情報がないことがありうる。これはマ

イクロレベルで起こって（マイクロのリンケージを不可能にし）、マクロレベルで

起こって (選択に関する情報の欠如 )をもたらす。  

2 .  測定網が不均衡でないことを示したり、あるいは構成されていない物理的分布は空

白ををふくみ、あるいは他の形の過小カバレッジあるいは過大カバレッジをこうむ

っていることがありうる。また時間の次元でカバレッジ問題もあるかもしれない。  

3 .  データの意味あるいは適合性は測定するのが難しいかもしれない。テキストメッセ

ージ、感情、サーチ・マシンへの入力、あるいは「写真」によって、どんな情報が

実際に伝えられるのか？  

加えて、この論文では論じない他の形の方法論的・品質問題、B Dの膨大な量と速度を

処理しなければならない技術的、費用的制約から来る問題、がある [1 2 ]。しかし、伝統

的統計方法では不足するかもしれないが、このことは、高いレベルの品質枠組みがこれ

以上適用できないことを意味するのではない。特に、信頼性、適時性、整合性は、 B D

を扱うときになお適用される品質要請である。  

 

３ .  課題を扱う方法  

利用できる既存の方法がない問題にぶつかったときに、どの活動のコースを考えること

ができるか？  理論では、 B Dは統計的結果のための唯一の出所として使われるか、あるい

は B Dの出所は、統計調査あるいは行政データと結合されるかであることが念頭におかれる

べきである。この課題は、勿論、利用についての想像したタイプに依存しているが、それ

らが伝統的方法の使用によっては解決できないなら、次の選択肢を考えることができる

(また [1 3 ,  1 4 ]も参照 )。  

1 .  母集団に関する情報の欠如 :  

o   ある場合には、少なくとも、 B Dの背後にある情報を導き出す方法がある。例えば、

社会的メディアメッセージに関しては、メッセージの言葉使いとメッセージ発信者の

年れ、ジェンダーあるいは社会的グループの間の相関に基づいて背景の変数を推定す

ることは可能かもしれない。背景の変数についての情報は、したがって既存の方法の

適用を許すかもしれない。 .  

o   他の場合には、BDは、モデル化アプローチを許しながら、らの情報とメゾあるいは

マクロレベルで関連しているかもしれない。例えば、携帯電話の背後の母集団がわか

らなくても、行政的母集団レジスターとのその関係は、総計のレベルでは研究できる。

携帯電話の動きは、存在する交通統計と関連づけることができる等々。  

o  下に  ( 3 .  意味と適合性問題 )  述べるアプローチもまた考察されるかもしれない。  

2 .  測定網とカバレッジの問題 :  

o   測定網とカバレッジの測定に関する多くの問題について、既存方法は、ニーズに適

応させることができる。しかし確率的モデル化やオキュパンシー（ o ccup anc y）モデル

といった統計家のための標準的道具箱には属さないモデル化アプローチを求める状

況がある。NAについての知識や経験がまたカバレッジ問題の解法を激励するかもしれ

ない。 .  

3 .  意味と適合性問題 :  

o  ある B Dの意味を理解するのに難しさがあるなら、安定的な相関がもっともらしく見え

る他の出所からのデータとの関係を研究することが可能であろう。すると、B Dセット

に基づく指標は、他のデータセットにカリブレイトさせるか、適合できる。例えば、
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テキスト・マイニングの応用による社会的メディアデータに関する感覚指数は、消費

者信頼指数 [8 ]に基づく既に存在する調査に適合させることができる。すると、 B Dの

出所は、速やかな－あるいは、安全な側にとどまるために、予備的な－消費者信頼数

値の作成に使うことができる。  

o  適合なしでも、他の、基地の現象との相関を作ることができる。相関関係の安定性は、

もし B Dが予測の成功を可能にするなら実証できる。安定的相関関係がもちろん因果関

係を意味せず、相関関係に関する情報を作ることによって意味の問題が真に解決され

はしないとしても、それは、情報の利用者に自ら判断を可能にするだろう。  

o  最もラディカルなアプローチは、利用者に完全に解釈を残しつつ、「スタンドアロー

ン」のものとしての情報に基づく B Dを作りだすことであろう。一見したところ、これ

は、 NSIにとっては愚かな主張に似ているかもしれないが、明確な解釈を持たない新

しいタイプの情報への要求があるかもしれない。例えば、ツイッター語法のデータへ

の疑いのない需要がある [1 4 ]。もし、そういった情報が「 b e ta -ヴァージョン」として

示されるなら、それは利用者から機会を与えられ、価値のあるフイードバックを引き

出すだろう。いくつかのインターネットの「巨人」はその種のアプローチを強く促進

している。  

人はまた、問題の背景を変えるアプローチを考えることができよう。人は未知の母集

団と結びついた選択力（ se l ec t i v i t）問題に、例えばフェイスブックの利用者といった母

集団の特徴を集める調査を開始することによって、取り組むことができよう。そういっ

た調査の後には、推定方法を使うことは容易にできよう [1 5 ]。これは、行政データ出所

の品質を測定するために調査を使うことを思い起こさせる。品質要請を単に低めるだけ

の他のアプローチは、望ましくないと思われるが、B Dが暫定的数字として湯買われるな

ら、これは許されるかもしれない。  

 

４  変化する環境において正しい選択をすること    

B D出所の可能な利用を考え、問題をみるとき、 NSIはどんなアプローチを取るべきなの

か？  B Dをふくめることに非常に注意深いか、むしろ慎重なのかの理由は多くある。 NSI

の主な資産の１つは公衆の信頼であり、これを失うことはどのような状況においても危険

をもたらすに違いない。偽の相関関係あるいは、十分理解されていない B Dで描かれた現象

について情報を提供することは、 NSIの仕事ではない。政府統計家は最高の専門的基準を

保持しなければならない。B Dは盲目的にフォローするべき宣伝ではないし、待って見るこ

とがより良いことかもしれない。ヘッドラインともなる B Dがもたらす情報は、とにかく、

Go o gl eの Fl u  T rend sについての論議からわれわれが知っているように、すべてが確信てき

なものではない [1 6 ]。そしてわれわれは .プライバシーや NSIの公衆のイメージ、あるいは

ITの課題といった非方法論的問題を考えたことさえない。政府統計のために B Dを使うビジ

ネスケースは明らかに否定的なことではないのか？  

いや、そうではない。 .  

次のことを考えよう。政府統計が作成される環境は変化している。伝統的には、政府統

計の作成は独占されていた。公衆が入手できる社会的現象に関する統計は、現在もなおそ

うであるが、過去には事実上、政府統計だけであり、今では非政府統計が急速に広く利用

可能になりつつある [1 7 ]。その品質と客観性は論議されるかもしれないが、それらは存在

し、政府統計よりもはるかに早く作成され配布され、使用されている。これは、 NSIsの位

置を、特に資金づくりにおいて侵食する現実的リスクがある。政府統計が社会において決
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定的役割をなお満たしていることは事実である。NSIsは正しくは、多くのプロバイダーが

提供する情報が圧倒する社会において、偏らない錨－政府統計－派決定的に重要であると

いう事実を指摘することができよう。しかし、長期的に NSIsが生き残る保証は何であれ存

在しない。  

NSI sには第１原則に戻り、B Dの時代にどのような役割を果たすことを奨励するのかをみ

る理由がある。ニーズに対応した良い品質の偏らない情報を社会が利用可能なことが、基

本として、保証される必要がある。しかし、この情報が NSIsによって作成されるべき内在

的な必要性はない。NSIsによって確認されるなら、他の者がその情報を作成しても良い。.  

NSI s以外の他の者が作成しない統計の中核部分が恐らく残るだろうし、NSIsはその確認役

割を遂行するためにその知識の地位を維持する必要がある。この方法で NSIsへの信頼は資

産として使われ、強化されるだろう。  

NSI sによる B Dの利用にとってこれは何を意味するか？  以下を考えることができる。  

• NSI sは、B Dがどう利用でき、利用できないかについての知識と経験を持つか、獲得し

なければならない。また NSIsの外部でどう利用されているかについての知識が必要で

ある。 Go o gleと言った B D利用者が採用した「品質より数量」という原理を即座に捨

てるべきでない。  

• B Dが新しい統計生産物に使われなくても、これが、課題を克服できるとして、回答者

負担軽減をもたらすなら政府統計の既存のプログラムに使えるかもしれない。  

• 価格統計あるいビジネスサイクル統計といった重要な統計のための初期指標を作成

するための B Dの利用は厳しい選択肢である。ナウキャスティング (no wca s t in g )のため

の B Dの利用もまた考えることができる。  

• 藤家過程を企画する伝統的方法は、望まれるアウトカムを規定し、適切なデータ出所

を選び、過程を最大限活用することである。 B Dによる実験は、このアプローチが振

りかえられる、すなわち、興味深い B D出所をとりあげ、適合的かもしれない情報の

作成を開始し、次に、相関関係を確定することだけなら、既に利用可能な情報とこの

情報を関係する努力をするところでところで遂行されるかもしれない。  

• B Dによる実験を遂行できる制度的環境を創り出す必要がある。これは、 IT、 H R M、

B Dイニシャチブの後押し、推測のような通常ではない解法への開放性と関連せざる

をえない。データ出所は、その「代表性」の見地で考察されたのではないという考

え方が必要である。  

B Dを表面価値でとりあげ、他の現象との関係を研究することは、見たところほど奇妙で

はないかもしれない。行政データ出所が NSIsによって使われるとき、事前に定義された統

計概念を測定する出所として使う代わりに、またときどき表面価値でとられる 。例えば、 

利用者は犯罪の発生に関心を持つが、警察の登録に基づかずに、犯罪報告の統計を作成す

る NSIsがある。実際に、表面価値のどの出所からでデータをとることは、行政データであ

ろうと B Rであろうと、相対的に低コストになる。  

相関関係、因果関係と予測のつながりについては先に述べた。経済学者や計量経済学者

が多くの経験を持つ分野である [1 8 ]。これが NSIsにとっては重要な作業領域になるなら、 ,   

NSI sの制度的境界を再考するべき理由があるかもしれない。例えば、フランスの NSIであ

る INSEEもまた経済研究に関する使命を持っている。人は、多くに国に存在する政府統計

と政府の経済、および予測機関の間の伝統的区分が、現在なお保時される必要があるのか

どうかを疑うかも知れない。上に示された考えにしたがうことは、品質へのもう１つのア

プローチという結果になる。統計は、目的に合っていると言う意味では、なお高い品質で
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あり、高い専門的な標準にしたがって生産される。品質の核になる要素、すなわち、適合

性、信頼性、適時性および整合性は、B Dの時期に最大の重要性を持つものとして残るだろ

う。併し、その内容は NSIsの役割と共に変化するだろう。同じことは、専門的基準につい

ても言えるだろう。実際、述べたように、政府統計における品質アプローチは、パラダイ

ムシフトにあたることになろう。

.  
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[ 1 6 ]  Laze r ,  D . ,  Ke n ned y ,  R . ,  K i ng ,  G . ,  V esp ig na ni ,  A.  ( 2 0 1 4 ) ,  T he  p a rab le  o f  Go o gle  F l u :  t r ap s  

in  B i g  Da t a  a na l ys i s , Sc ie nc e ,  1 4  Marc h  2 0 1 4 ,  ava i l ab le  he r e .  

[ 1 7 ]  S t r u i j s ,  P . ,  B raa k s ma ,  B ,  Daa s ,  P . J .H  (2 0 1 4 ) ,  Of f i c i a l  S ta t i s t i c s  and  B i g  Da ta ,  t o  b e  

p ub l i s hed  i n  B ig  Da ta  a nd  So c ie t y ,  a n no u nce d  he re .  

[ 1 8 ]  Var i a n ,  H . R.  ( 2 0 1 4 ) ,  B ig  D a ta :  ne w t r i c k s  fo r  eco no met r i c s ,  J o u rna l  o f  Eco no mic  

P e r sp ec t i v es ,  vo l u me  2 8 -2 , a va i l ab le  he r e .  

  
6.2  政府統計の基本原則の20周年（ 22sess ion： The 20 th  ann ive rsa ry o f  the  

Fundamen ta l  P r inc ip le s  o f  Off ic ia l  S ta t i s t ic s :  Fur ther  p romot ion  of  wor ldwide  compl iance 

wi th  p rofe ss iona l ,  sc ien t i f ic  and  qua l i ty  s tandards  –  Des ta t i s）    
  Sibyl le  von Oppeln -Bronikow ski、 Ir ina  Meinke（ドイツ連邦統計局）                  

 

スライド 1 われわれは専門的、科学的、品質基準への世界的承認をさらにどのように促

進することができるか ?  
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スライド  2   庭師は統計家に似ていないか ? 

「庭師にいついて最も注目すべきは、彼らが常に楽観的であり、常に意欲的であり、決し

て満足しないことである。彼らは常に、以前に行った以上の何か良いことを行うことを求

めている」 Vita Sackville-West (1892 -1962), 英国の作家、詩人・庭師  

 

スライド  3～ 6  深く根をはった基本原則  

. . .20年間にわたって、基本原則は大きく育った・・・  

  1 9 9 4年 : 国連統計委員会で世界レベルで採用された   

2013年 : 国連統計会による改訂前文の再確認   

2014年 : 国連総会による承認  

 

スライド  7   実 施の定期的世界的レビュー   

世界的レビュー   

国連加盟国の原則の経験についての報告   

 実施の程度の評価  

2 0 1 2 /2 0 1 3年の世界的評価   

■どの原則が最も実施され、そして実施されていないのか？  

  

スライド  8    2012/2013年のレビュー  (I) 

最も実施された原則 : 秘匿性  (原則  6)  

秘匿性保護は、ひとんどすべての国の統計機関の文化の一部である   

開示を防止する実践はかなり開発されている

大半の国が、秘匿性は統計法で保証されていることを示した



スライド  9   2012/2013年のレビュー  (II) 

最も実践されていない原則 : 誤用と誤った解釈の防止  (原則  4)  

ひんぱんな対応  vs 稀な対応   

幾つかの NSIs はコメント   

最も多い誤った会社はマスメディアで起きている   

主な理由は方法論的知識の欠如である   

規則的 vs不規則な活動が利用者を教育するために行われる   

 

スライド  10   原則を強める実践ガイドライン   

G活動と実践の例に向けて具体的な勧告をする   

すべての原則の実際の実施を強める   

多様性と具体的特徴を持つすべての国連加盟国を取り上げる  

  

スライド  11   実施ガイドラインが勧告する活動 (I) 

誤用と誤った解釈は以下で防止できる  . . .  

統計機関の長に、明確な準備を定義することによってコメントする権限を与える   

例えば、 (超えた )国の政策あるいは統計法において   

公的に、適時に、明確に、透明性をもってコメントする。   

例えば、手紙、記者会見、ウエブサイトにおいて   

透明な公表政策を形成する   

例えば  誤った政策   

 

スライド  12   実施ガイドラインが勧告する活動 (II) 

誤用と誤った解釈は以下で防止できる  . . .  

メタデータについての文書を改善する   

例えば、マニュアル、ガイドライン、ブックレットの発行   

利用者向けの教育プログラムを発行する   

例えば、プレスキット、セミナー  

利用者が政府統計に言及するためのインセンティブを使う   
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例えば版権をオープンにする 

  

スライド 13    多くの国が「穀物が育っている」を達成している   

 しかし、主な懸案が残っている :  

独立性とは何を意味するか ?  

□ 科学的独立性   

□ 専門的独立性   

□ 制度的独立性   

そして、それはどの程度実施されているか・・   

□  …政府統計機関の操作的枠組みへ ?  

 

スライド 14    実施されるべき何が残っているか e . . . 

実施ガイドをさらに開発する

多様な方法を使って異なるレベルでモニタリング（ 5年毎）に継続する   

以下について一層熟考する   

感知された違反の扱い   

国の統計システムの完全な独立を保証する方法   

政府統計に分野を超えて原則の応用可能性を拡大する方法 . .  

.  

スライド 15   

  …. 原則の実施を一層促進すること   

. . そして育っている穀物を繁殖している (統計的な )木の庭園に変える  

 

ご傾聴ありがとうございます。  

 

７   浜砂敬郎さんを偲ぶ                 伊藤陽一  

１．早すぎる逝去     浜砂さんがドイツに滞在していることは、 8 月の初めにメー

ルをもらっていて承知していた。夏休みを中心にひんぱんにドイツにでかけられておら

れるのはいささか羨ましく、またドイツの刻々の統計事情をフォローされている姿は、

現代ドイツ統計の研究者として見上げたものであると尊敬していた、提供される情報は、

日本の統計学界（経済統計学会のみならず日本統計学会）にとっても貴重だったと思う。  

その浜砂さんがドイツで急逝されたという情報を直後に連絡をもらい、後に夫人から

フランクフルト大学に滞留中の 8 月 2 7 日、心不全でのことであったとの通知をいただい

た。 1 9 4 6 年生まれであるから 7 0 歳になお数年を残し、九州大学経済学部を定年退職して

間をおかなかった。旺盛な研究は継続しており、大学の授業や雑務を免れたことで、さ

らに研究が積み上げられ、まとめられることもありえたことを考えると、残念というよ

り他ない。  

浜砂さんの研究業績は膨大にわたる。九州大学経済学部は、退職記念の紀要を発行せ

ず、業績リストめいたものを作成してはいないと西村善博さんからうかがった。浜砂さ

んについてリストを作成し、テーマ分野別にその主張や特徴を論じるのが本格的な追悼

になろうかとも思う。しかし、少しやりかけたが作品数が多いので無理と判断した。私

の手元に数多くある浜砂さんの著作をフォローする時間的余裕をさしあたり持たない。

浜砂さんの業績に関わって、個人的記憶だけで少しだけふれ、また個人的思い出を記し

て追悼に代えたい。                                                                           

２．研究     上にお断りしたように文献で確かめることをせず、個人的記憶・感

触・憶測に基づいていて、浜砂さん自身から矮小化するなと言われ、また関係の方か
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ら誤解であるとのお叱りを受ける可能性がある。仮説をもふくむものとして幾つかを

示す。  

2 .1 研究一筋？   若い時からはじまって、 4 0 代、 5 0 代、 6 0 代と年齢を増すにつれて、

年々の執筆件数は増えていっているのだろうか。離れて遠くから見ている私には、特に、

統計利用論の具体化をドイツの産業連関論に求める中、折からのプライバシー侵害から

する国勢調査中止事件に遭遇して、ミクロデータやレジスター・ベース統計に及ぶドイ

ツ統計事情を、日米英にも言及しながら、現在まで続けてこられた。研究の成果は、九

大の紀要、プロジェクトの成果本、統計学、日本統計研究所の出版物他、科研費ミクロ

データ・プロジェクトなどで公にされている。この中には浜砂さん自身が組織されたと

思われるプロジェクトの成果本も多くある。同時に幾つかのトピックスを抱えて進めな

がら、翻訳をふくめて連続して発表してきた感がある。作品数は、この学会でも有数で

はないのか。研究一筋をうかがわせる。                                      

2 .2 大屋説の統計利用分野への展開   いわゆる大屋説は、 19 6 0 年代～ 1 9 70 年代のこ

の学会の主流－統計学の研究対象を方法論におき、さらに「科学方法論」に傾斜した－異

を唱えたと私はみている。大屋説は蜷川調査論の再吟味の上に構築されていく。ここで、

統計利用論ではどう展開されるのかというのが私の関心だったが、浜砂さんがこの分野

を担ったのかと思われる。 1 9 7 6 年の学会創立 2 0 年の機関誌記念号の「統計利用」で浜砂

さんは枠組みを示し、 1 9 9 0 年の大屋編『現代統計学の諸問題』で第 4 章「統計利用の論

の基本視角」で、吉田忠会員との論への回答の形でその見解を示している。浜砂さんの立

場は、記念号２号 (1 98 6 年 )，第３号（ 1 9 96 年）でも貫かれている。吉田会員との論争に

は立ち入らないが、思うに上杉（記念号で浜砂さんが、上杉・大屋としているのは興味深

い）→大屋 →浜砂による統計利用論は、統計利用への段階的変化を遂げる国家社会体制の

影響をも視野に入れた枠組みこそ基礎にしているので、方法論だけを切り離して孤立的

に論じることには甘んじるわけにいかない。これを浜砂さんは、ドイツで統計学・制

度・統計環境の変化を観察しながら、展開しようとしたのだろうか。                                        

2.3 ドイツ統計学・研究の展開・拡大とフォン・シーボルト賞授与    浜砂さんの

ドイツでの研究は膨大であり、幾つかのトピックスに分けなければなるまい。ドイツの

統計学、産業連関論、統計制度（連邦と州）、センサス・ミクロセンサス、プライバシー

保護と国勢調査中止事件、調査統計から行政記録・レジスターをベースとする統計への

転換傾向・・・・等々。これらには立ち入らないが、浜砂さんは、ドイツの統計調査関

係の法規も逐次翻訳しながら詳細な資料を日本の統計界に提供してくれた。浜砂さんな

らではの独自の大きな貢献である。この研究はドイツ側からも高く評価されて、 19 9 7 年

に「学問上すぐれた業績をあげた日本人研究者」を対象にした「フィリップ・フランツ・

フォン・シーボルト賞」を授与されている。  

2 .4 ミクロ統計、調査環境悪化の検討他     1 9 9 6 -1 9 9 8 年に日本における政府ミク

ロデータの利用の拡大を強く促す大規模な研究が、松田芳郎を代表として科研費交付の

下に進められた。この研究体制を支えたメンバーの 1 人が浜砂さんだった。自らＥＵや

ドイツのミクロデータに関する法規を詳細にしている。以上とも重なるのであるが、「社

会統計研究者の中で特に統計制度に関心を持っている若手研究者を中心とする」チームに

よる 1 9 8 2 年の翻訳－マーティン・バルマー編 /日本統計研究所訳『統計調査とプライバシ

ー』（梓出版社）をふくみながら、統計調査環境の悪化の調査他、浜砂さんは多方面に研

究の手を広げている。次項の⑤でふれる 20 1 0 年国勢調査での愛知県東浦町事件について

も詳細な記録を作成していた。                          
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2.5 日本統計学会と経済統計学会の橋渡し役   研究内容ではないが、浜砂さんが大屋

先生の姿勢を受け継いで、日本統計学会に継続して参加・研究報告を行い、評議員の任

を務められていた。日本統計学会会員でありながら－思うにこの学会は今日でいう社会

統計学の代表的論者が結集して発足したのだった－たまにしか参加しなかった私からは

「御苦労さま」という他ない。この努力が、日本統計学会で、社会統計学的関心のあるメ

ンバーとともに「官庁統計セッション」の設定を可能にし、ミクロデータ研究その他で、

日本統計学会と経済統計学会メンバー、さらに政府統計家との間の研究交流を促し盛ん

にしている大きな要因であろう。大屋先生と浜砂さんは両学会の橋渡し役を長期にわた

って担われたといえるだろう。                          

３  思い出の幾つか    浜砂さんの研究に関する以上の叙述は、見落としがあり、表

層的で申し訳ない限りである。その他に、私は、浜砂さんと幾つか個人的交流・思い出

を持っている。その幾つか書かせていただく。  

経済統計研究会時代の 1 9 6 0 年代から 1 9 7 0 年代にかけて、それぞれ院生会員あるいは若

手会員として顔を合わせていたが、① 1 9 77 年 1 0 月の経済理論学会・新潟大会の共通論題

で「現代日本の階級構成と資本家」を報告した時に会場に聞きに来ておられた。報告終了

後に会場で顔をあわせた記憶がある。おそらく経済統計研究会メンバーは他に出席して

いなかったろうから、政治経済学的関心も高い人なのだと印象付けられた。② 1 9 70 年代

に、いわゆる大屋理論が研究会の論議に登場してくるときに、 2 .1 で書いたように、大屋

会員の説を継承して展開している人として映っていた。③次第におつきあいを深めるよ

うになったのは、 1 9 90 年代末から 2 0 00 年代に続く各国センサス、ミクロデータ、レジス

ター・ベース統計等の研究の過程であり、松田芳郎氏を中心とする大規模な科研費プロ

ジェクトの部分チーム、法政大学日本統計研究所のプロジェクト、浜砂さん自身が主導

した科研費その他のプロジェクトを通してであった。③その間、統計研究所の国際セミ

ナー「各国センサス」に関わって、英米独からのゲストのホスト役をで－浜砂さんとわれ

われ夫妻とで、八王子の「うかい竹亭」でうまい酒を飲みながら楽しい場を持ったことが

ある。福岡でも何回かうまい酒を汲み交わした。  

④ 2 0 0 3 年度に私がメリーランド大学カレッジパーク校に滞在してシルバースプリングに

住んでいたとき、私の家に 1 泊して、酒とともに論議を重ねた。論は日本の左翼の在り

方にも及んだ。大枠で一致ながら、細部では見解の違いが残ったが、浜砂さんは、自分

の道を探りつつ、悩む真面目な人なのだと受け止めたものだった。このような議論をで

きたのも懐かしい。翌日、国立公文書館 I I で館の利用方法を案内した。浜砂さんは、そ

の場で入館証を作り、独自に資料を借り出して半日を過ごした。さらに別の日に DC の中

心で落ち合って、センサス局に直近の地下鉄駅まで同行した。                  

⑤最後にお付き合いしたのは、 2 0 13 年だったかの日本統計学会の学習院大学での春季大

会で、愛知県東浦町での 2 0 1 0 年国勢調査での人口水増し事件に注目して、浜砂さんが申

請設置したセッションでの司会者を請われて引き受けた。浜砂さんは、日本の調査を中

心とする政府統計体制が統計調査環境が悪化する中で今後うまく対応・機能するかにつ

いて大きな危惧を持っていた。  

 その他、浜砂さんは、私が追跡していた「統計の品質」論に関心を示してくれたし、私

の反原発等の意見の個人的発信に、賛同のメールを返してくれたことも多い。          

浜砂さんが幾つかの (酒の入った )場で論争をいどんだ話を聞いたことがある。幸か不

幸か、どの場にも私は居合わせたことがないので状況はわからない。それでも浜砂さん

なりに、研究の積み上げを背景としての自信を持ってのことでなかったのか、とも思う。   
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それはともかくとして、一途に研究を積み上げられていた、したがってまた、今後も研

究を積み上げられるはずの、そしてある意味で賑やかな浜砂さんが突然居なくなったこ

とは非常に寂しいし、日本とドイツの統計研究分野での大きな損失というべきである。  

 

８ 政府統計･統計学会関係等動向・行事等日程  

 2013年  

2月 4 -6日  Seco nd  Hi g h  Le ve l  Fo r u m o n  G lo b a l  G eo sp a t i a l  I n fo r ma t io n  M a na ge me n t  

(GGIM)、 Do ha , Qa ta r  

2月 22日  国連統計部  Fr id a y S e mi na r  o n  E mer g i n g  I s s ue s： B i g  Da ta  fo r  P o l i c y,  

Dev e lo p me nt  a nd  O f f i c i a l  S ta t i s t i c s   

2月 26 -3月 1日  第 44会期国連統計委員会  

6月 10 -12日  CES:  Conference  of  E uropean  S ta t i s t ic ian  61th、 Geneve  

8月 24–31日  In te rnat i ona l  Sta t i s t i c a l  Ins t i tu te ,59 t h  ISI  W or ld  Sta t i s t i cs  Con gre ss ,Hong  

Kong ,  S . A .R .  Ch ina  

9月 13 -14日  経済統計学会第 57回全国研究大会－静岡市   

9月 24 -26日  DGINS 2013、 The Hague  

10月 9日  統計委員会『平成 24年度統計法施行状況に関する審議結果』を発表  

2014年  

1月 31日  統計委員会「公的統計の整備に関する基本的な計画の変更について」  

2月 2 8日  国連金曜セミナー (本 NLで 紹介 ) 

３月 4 - 7日  第 45会 期国連統計委員会  

6月 2 - 5日  政府統計の品質に関するヨーロッパ会議（ Q 2 0 1 4）ウィーン  

9月 1 1 - 1 3日  11-12日 ：経済統計学会第 58回 全国研究大会－京都大学            

13日 ：チュートリアル・セミナー  

1 0月 8 - 1 0日  IAOS 2 0 1 4  co n fe r e nc e  o n  S ta t i s t i c s  i n  a  C h an gi n g  W o r ld，Da Na n g ,  V ie t na m  

1 0月 2 8 - 3 0日  I n t e r n a t i o n a l  C o n f e r e n c e  o n  B i g  D a t a  f o r  O f f i c i a l  S t a t i s t i c s ,北京  

1 1月 3 - 5日  5 t h  Gl o b a l  F o r u m o n  Ge n d e r  S t a t i s t i c s , A g u a s c a l i e n t e s ,  M e x i c o   

2 0 1 5年  

3月 3 - 5日  第 46会期  国連統計委員会   

6月 15-17日  UN EC E、ヨーロッパ統計家会議  

7月 2 6 - 3 1日  Inte rna t io na l  S ta t i s t i c a l  I ns t i tu te ,  6 0
t h

 I S I  Wo r l d  Sta t i s t i c s  Co ng res s、R io  

d e  J ane i ro ,B ra z i l（ht tp : / / www. i s i2 0 1 5 .o r g /） I n fo r ma t io n  B u l l e t i n発行済。 I P S内

容提示  

 経済統計学会第 59回 全国研究大会－北海学園大学  

・ 国際動向に関しては、 U N S Dの トップ ページ  M e e t i n g s＆ E v e n t s  /・ IS Iト ッ プページ の右欄 C a l e n d a r  o f  

E v e n t s、 および IS I  N e w s  L e t t e r /・ E S C A P - S D、 の M e e t i n gの欄を参照した。  

 

 

編集後記   

 国 民の知る権利を大幅に制限する特定秘密保護法の施行を政府が急いでいます。

その一方で「オープン・データ」が語られる日本の今日・・・・。  

 この号では、 9月の全国研究大会の一環として行われた統計チュートリアル・セミ

ナーについて、熱心に企画・推進された森、菊地会員から、改めてセミナーの意義

と経過を書いていただきました。経済統計学会は特に経統研時代から、地方統計家

との交流を重視してきました。その伝統をさらに発展させる活動といえるでしょう。 

研究大会でも、一部論議され、社会的に活発化している「オープンデータ」をと

りあげて、奥田直彦氏の統計 T o d ay・ No .6 9の論稿を引用させていただきました。  

日本の経済・社会の今後を語るとき、高齢化傾向や高齢者の状況抜きでは済まさ

れません。統計局の「統計トピックス No.84」には、特に統計教育で有効な統計表・

http://www.isi2015.org/
http://unstats.un.org/unsd/newsletter/globalstat_unsd_calendar.htm
http://isi.cbs.nl/calendar.htm
http://isi.cbs.nl/calendar.htm
http://unescap.org/stat/meet/events_Asia_Pacific.asp
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図が含まれています。要約と表・図 1枚ずつを引用させてもらいました。場研究から

引用させていただきました。原冊子にあたっていただきたいと思います。  

その他、この NLの継続的論点である、国連での Post2015論議、 Q2014から２つの報

告を紹介しました。  

英文著書の発行予定を持つ岡部会員から連載の (1 )を投稿いただきました。感謝す

るとともに、坂田大輔会員と連携しての現地に深く立ち入ってのインド統計研究は

貴重なものとし引き続き注目したいと思います。  

 その一方で、長い間、ドイツ統計動向を丹念にフォローされ、詳細情報を精力的に

紹介され、研究大会で報告予定の浜砂敬郎会員が 8月末に逝去されました。  

 この N Lへの有力な寄稿者でした。つたないながら、その思い出をふくめて追悼文

を書かせていただきました。ご冥福をお祈りいたします。  

  

次号は、 2 0 1 5年 2月末発行を予定します。 1月半ばと 2月はじめに、原稿募集の案内

を差し上げます。ご意見とともに自由な投稿をお待ちいたします。  

 

 


